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2022 年７月 29 日 

各 位 

会 社 名 株式会社レスターホールディングス 

 (コード：3156 東証プライム市場) 

代表者名 代表取締役   朝香 友治 

問い合わせ先 常務執行役員  二 島 進 

(電話：03-3458-4619) 

 

特別調査委員会の調査報告書公表に関するお知らせ 

 

当社は、2022 年７月 28 日付「特別調査委員会の調査報告書受領に関するお知らせ」に記載のとお

り、当社の海外子会社において、従業員の親族が営む現地企業との取引にコンプライアンス違反があ

った（以下「本事案」といいます。）とする調査報告書を受領し、個人情報、機密情報保護等の観点

から部分的な非開示措置を施しておりましたが、非開示措置が完了いたしましたので、別添のとお

り、調査報告書（開示版）を公表いたします。 

 

記 

 

1. 特別調査委員会の調査結果について 

特別調査委員会の調査結果につきましては、添付の「調査報告書（開示版）」をご覧ください。 

 

2. 当社連結財務諸表に与える影響について 

当社は、本事案に伴う逸失利益の額につきまして、過年度及び 2022 年３月期第１四半期から第３

四半期までの連結財務諸表に与える影響が軽微であることから、当該期間の連結財務諸表の訂正は行

わず、2022 年３月期決算において一括処理することとし、2022 年５月 11 日付「2022 年３月期 決算

短信［日本基準］(連結)」を訂正いたします。詳細につきましては、本日公表予定の「（訂正・数値デ

ータ訂正）「2022 年３月期 決算短信［日本基準］（連結）」の一部訂正について」をご参照ください。 

 

3. 特別調査委員会の調査結果を受けた今後の対応について 

当社は、特別調査委員会の調査結果を真摯に受け止め、特別調査委員会の提言に沿って再発防止策

を策定し、実行してまいります。 

なお、具体的な再発防止策は決定次第、改めてお知らせいたします。 

 

当社の株主、投資家、市場関係者の皆様ならびにお取引先その他すべてのステークホルダーの皆様

に多大なご心配とご迷惑をおかけしますことを深くお詫び申し上げます。  

以上 
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第1  調査の概要 

1 調査開始の経緯 

株式会社レスターホールディングス（以下「RHD」という。）は、2021 年 12月、W1

社から、両グループによるジョイントベンチャーである Vitec WPG Limited（以下

「VWPG」という。）における取引の一部にコンプライアンス違反の疑い（以下「本事

案」という。）が生じている旨の報告を受けた。かかる報告を受けて、RHD において

中国の弁護士事務所に依頼して調査を実施したところ、VWPG の従業員の親族が営む

現地企業との取引において、逸失利益が生じている可能性があることが判明した。 

RHDは、本事案の事実関係及び本事案に類似する事象の存否などについて実態把握

をする必要があると判断し、公正で適正な調査を行うため、2022 年 6 月 6 日、外部

の有識者等で構成する特別調査委員会（以下「当委員会」という。）を設置し、かか

る調査（以下「本調査」という。）を委嘱した。 

 

2 調査対象事項 

当委員会が RHD から委嘱を受けた事項は、以下のとおりである。 

 

（1）本事案に係る事実関係の調査 

（2）本事案に類似する事象の有無の調査 

（3）本事案が事実であることが判明した場合、その影響額の算定 

（4）本事案が事実であることが判明した場合、その原因の究明及び再発防止策の提言 

（5）上記各号の事項を遂行した結果に基づく調査報告書の作成、及びその調査報告書

の RHD への提出 

（6）その他、調査委員会が必要と認めた事項 

 

3 調査体制 

（1） 委員 

委員長：松山  遙 (弁護士 日比谷パーク法律事務所)1  

委 員：小川 尚史 (弁護士 日比谷パーク法律事務所) 

委 員：荒張  健（公認会計士 EY ﾌｫﾚﾝｼﾞｯｸ･ｱﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃｸﾞﾘﾃｨ合同会社） 

委 員：井上 寅喜（公認会計士 株式会社ｱｶｳﾝﾃｨﾝｸﾞ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ） 

 

 
1 本調査開始時においては RHD 社外取締役（監査等委員)であり、2022 年 6 月末に退任した。 
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（2） 調査補助者 

当委員会は、本調査の実施に当たり、VWPG 及び RHD グループからの独立性及び中

立性を有する下記の者を調査補助者として任命し、本調査の補助に当たらせた。 

 

日比谷パーク法律事務所 弁護士 井上拓、同 田島明音 

EY 新日本有限責任監査法人 公認会計士 曽木貴子、同 川中雄貴、同 

村田篤耶、同 田村洋平、同 越山泰先、同 

渡井肇洋、公認情報システム監査人 西原

則晶、公認不正検査士(デジタル・フォレ

ンジック担当) 両角智之、和栗裕樹、他

25 名 

Ernst & Young (China) Advisory 

Limited 

米国弁護士 三宅亜紀子、中国公認会計士 

刘东、同 王雪琳、デジタル・フォレン

ジック担当 史玉丹、他 18 名 

株式会社ｱｶｳﾝﾃｨﾝｸﾞ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ 弁護士 平井太、中国公認会計士 ルアン・

リンナ、同 チン・グロリア 

 

（3） 会社事務局 

当委員会は、RHD の従業員 2 名を会社事務局として指名し、RHD 及びその傘下のグ

ループ会社（以下「RHD グループ」という。）内の資料等の提出、ヒアリング日程の

調整その他の事務を行わせた。 

 

4 調査実施期間 

当委員会は、2022 年 6月 6 日から同年 7 月 27日までの間、本調査を実施した。 

 

5 調査の方法 

（1） 本事案について 

RHD は、2021 年 12 月 24 日、W1 社より、同社が本事案に関して調査を実施した結

果をまとめた 2021 年 10 月 8 日付報告書（後記のとおり、同報告書に記載されてい

る作成日付は 2021 年 10 月 8 日付であるものの、同報告書が完成したのは同年 12 月

である。以下「W1 社報告書」という。）を受領し、VWPG における取引の一部にコン

プライアンス違反の疑いがあることを認識した。これを受けて、RHDとしても本事案

に関して調査を実施することとし、2022年 1～2月にかけて複数の弁護士事務所（香
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港・中国・日本）に相談した上、同年 2 月 16 日に中国の Y 事務所に一連の調査・交

渉を委任することを決定した。その後、Y 事務所は、RHD に対し、会計データ等の調

査を実施した上で 2022 年 4 月 19 日付中間報告書（以下「中国事務所中間報告書」

という。）を提出し、その後に調査対象者である A 氏との面談を実施した上で同年 5

月 29日付報告書（以下「中国事務所最終報告書」という。）を提出した。RHDは、こ

れらの報告書のほか、独自の調査結果をも勘案した 2022 年 5 月 30 日付報告書（以

下「RHD 報告書」といい、これら 3 通の報告書を「先行調査報告書」という。）を作

成し、同日、監査法人に対して提出した2。 

以上のとおり、本事案に関しては、当委員会が調査を開始する時点において、既

に 3 通の先行調査報告書が存在した。 

そこで、当委員会としては、ひとまず、先行調査報告書における調査プロセスを

確認し、それらの調査・分析結果を検証することとした。それと並行して、これら

の先行調査における調査対象範囲が適切であったのかどうか（具体的には、A氏の関

与するコンプライアンス違反の疑いのある取引が他にもないかどうか、A氏が関与す

るもの以外に VWPG 又は RHD グループでコンプライアンス違反の疑いのある取引がな

いかどうか）等を検証するために、以下のとおり、関係者・関係企業等デュー・

ディリジェンス、会計データ（仕入・販売データ等）の分析、関係者に対するヒア

リング、デジタル・フォレンジック及びアンケート調査を実施した。 

なお、当委員会による上記調査においては、2015 年 1 月 1 日から 2022 年 3 月 31

日までの VWPG における取引を対象とした（以下「調査対象期間」という。）。ただ

し、調査手続によっては別途調査対象期間を設定した。 

 

① 先行調査の実施状況の確認 

当委員会は、2022年 6月 22日及び 7月 19日、W1社担当者に対してヒアリングを

実施し、W1社において本事案を認識してから調査を実施した経緯（調査の方法等を

含む。）及び RHD に対して W1 社報告書を提出した経緯等について説明を受けた。 

また、当委員会は、2022年 6月 24日、Y事務所において本事案の調査を担当した

弁護士に対してヒアリングを実施し、RHD から本事案の調査の依頼を受けてから調

査を実施した経緯（調査の方法等を含む。）について説明を受けた。 

さらに、当委員会は、随時、RHD 及び株式会社レスターエレクトロニクス（以下

「REC」という。）の担当者に対してヒアリングを実施し、RHD 報告書における調査

の方法等について説明を受けた。 

 

 

 
2 以上の事実経緯については、後記「第 2・2」に記載のとおりである。 
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② 関係者・関係企業等デュー・ディリジェンス 

当委員会は、本事案の関係者・関係企業等の範囲及びその関係性を把握すべく、

ウェブサイト、登録情報等の公開情報やデジタル・フォレンジック手続等の結果か

ら得られた情報等から、下記の観点に関して、以下に記載したとおりのデュー・

ディリジェンスを実施した。 

 

1. VWPG の従業員による利益相反の有無について 

a. VWPG の従業員情報（配偶者情報を含む。）と、デュー・ディリジェンス対

象企業（VWPG の仕入先上位等 24 社）及び本事案の関係者等の 4 者（後記

「第 3・1・(1)」記載の関係者 3 者及び××氏3。以下「本件 4 者」とい

う。）の関係会社グループの関連人物4を突合し、該当者の有無を把握す

る。 

2. VWPG の仕入先上位等 24社について 

a. VWPG の仕入先上位等 24 社間の関係性につき、住所、会社の連絡先、創設

者・株主、取締役などの一致の有無を把握する。 

b. VWPG の仕入先上位等 24 社と W1 社報告書に記載されていた関係企業間の関

係性につき、住所、会社の連絡先、創設者・株主、取締役などの一致の有

無を把握する。 

3. 本件 4者の関係会社グループについて 

a. 本件 4者が関係すると思われる会社を会社登録情報から検出する。 

b. a で検出された本件 4 者の関係会社グループ間の関係性につき、住所、会

社の連絡先、創設者・株主、取締役などの一致の有無を把握する。 

c. 本件4者の関係会社グループとVWPG仕入先上位等24社間の関係性につき、

住所、会社の連絡先、創設者・株主、取締役などの一致の有無を把握す

る。 

 

③ 会計データ（仕入・販売データ等）の分析 

当委員会は、調査対象期間（2015 年 1 月 1 日から 2022 年 3 月 31 日まで）におけ

る VWPG の会計データ（仕入・販売データ等）を入手し、D社、E社及び F社5からの

仕入分について製品アイテムごとに仕入単価を分析するとともに、売上データを査

 
3 ××氏は、過去に B 氏と同じ会社の株主であることから、深圳を拠点とする B 氏が香港を拠点とする関

係会社グループをとりまとめる際に、業務上の関係にある人物ではないかと考えられる。 

4 関連人物とは、創設者、株主、取締役、ウェブサイトやデジタル・フォレンジックで検出された経営者

や従業員などを指す。 

5 当委員会において、これら 3 社を調査対象とした理由については、後記「第 3・2・（4）」記載のとおり

である。 
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閲し、赤字販売（粗利率がマイナス）となっている製品アイテムの有無を確認し、

赤字販売についてはその詳細な内容（理由等）を確認した。 

また、D 社から 2019 年 5 月から 2022 年 6 月末までの銀行入出金明細を入手し、

主な入出金先の分析を行った。 

これらの手続の詳細は、後記 39 ページの図に記載している。 

 

④ 関係者に対するヒアリング 

当委員会は、別紙 1「ヒアリング対象者一覧」記載の合計 29 名に対し、合計 47

回のヒアリング調査を実施した。 

 

⑤ デジタル・フォレンジック 

当委員会は、VWPG 職員 9 名（退職者を含む。）のメールサーバのデータを保全

し、そのうち 5 名について当委員会が適切と認めるキーワード等を利用してデータ

を検索し、抽出した 17785 件についてドキュメントレビューを実施した。また、A

氏の個人端末（PC・携帯端末）のデータは、中国本土にて保全し、キーワードや

ファイルパス等を利用してデータを検索し、抽出した 873 件についてドキュメント

レビューを実施した。これらの手続には、後記 39 ページの図に記載のデジタル・

フォレンジック手続を含んでいる。 

なお、デジタル・フォレンジックの概要及び対象者については、別紙 2「デジタ

ル・フォレンジックの概要」に記載のとおりである。 

 

（2） 類似事案調査について 

① アンケートの実施 

当委員会は、本事案に類似する事象の有無の調査のため、2022 年 3 月 31 日時点

における RHD 及び RHD グループの連結子会社、非連結子会社（ただし、休眠会社、

及び清算中の会社を除く。）の合計 42 社の役職員（ただし、本事案の内容に鑑み業

者選定の権限がない役職員6、契約社員、嘱託社員及びパート・アルバイトを除

く。）に対して、アンケート調査を実施した。 

当委員会は、2022 年 4月 1日以降の退職者 29名及び休職中の者 25 名を除く対象

役職員全員 1624 名から回答を受領した。 

 
6 業者選定の権限がない役職員は、RESTAR ELECTRONICS VIETNAM COMPANY LIMITED 及び DONGGUAN CU TECH 

ELECTRONICS CORPORATION の工場作業員 1144 名、株式会社バイテックファーム鹿角、株式会社バイテック

ファーム七尾、株式会社バイテックファーム大館及び株式会社バイテックファーム薩摩川内の栽培場作業

員 30 名、株式会社アルスネットの入出荷作業員 10 名である。 
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6 本調査の前提条件・限界 

本報告書は、前記「第 1・4」の時間的制約の中で、前記「第 1・5」の調査方法に

基づき実施されたものであるところ、以下の前提条件及び限界があることに留意さ

れたい。 

第一に、本調査は、主に本事案に係る一連のプロセスにおけるコンプライアンス

違反の有無について検証したものであり、関与した経営陣の法的責任の有無につい

て検証したものではない。それに加えて、本報告書における事実の認定及び法令解

釈等について、裁判所や関係当局等が当委員会と同様の見解を採用することを保証

するものではない。 

第二に、本調査は、捜査機関による捜査等とは異なり、法的な強制力の伴わない

関係者の任意の協力に基づくものであるため、本調査の基礎としたヒアリングや関

係資料に関し、関係者の協力の程度に影響を受けることは否定できず、その真偽、

完全性及び網羅性等について確認する手段は限定されていた。本調査の実施に当た

り、少なくとも、以下の制約があったことを指摘する。 

(a) D 社において、会計帳簿が作成されておらず、帳票類も整理されていなかった

ため、これらの提供を受けることができなかったこと 

(b) 本事案発覚の端緒となる申告をした社員につき、ヒアリングを実施できなかっ

たこと 

(c) W1 社報告書で関係者と指摘されていた B 氏に対する調査協力依頼に関し、主要

な点についてはヒアリングにより回答を受けることができたものの、一部につ

いては営業上の秘密を理由に回答を拒まれるなど、その調査協力は限定された

範囲にとどまったこと 

(d) A 氏によれば、B 氏との間のビジネス上の遣り取りは概ねコミュニケーション

ツール（WeChat）上で行っていたとのことであったが、A 氏が Y 事務所からヒ

アリングを受けるなどした際に WeChat の履歴を消去してしまったとのことであ

り、当該遣り取りの内容を明らかにする客観的な資料の提供を受けることがで

きなかったこと 

第三に、本調査は、前記「第 1・4」の時間的制約の中で実施されたものであり、

その調査の範囲及び深度は時間的・人的な資源の制約に服するものであった。 

第四に、本調査における各認定事実は、ヒアリングや関係資料を前提としている

ところ、これらは、その性質上、以下に掲げる前提条件及び限界に服する。 

(a) RHD グループ各社及びその役職員が当委員会に開示・提出した書類は全て真正

な原本又はそれと同一性を有する写しであること 

(b) RHD グループ各社及びその役職員が当委員会に開示・提出した情報・データは

全て真正かつ正確なものであり、改変等されていないこと 
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(c) A 氏及び D 社が当委員会に開示・提出した書類は全て真正な原本又はそれと同

一性を有する写しであること 

(d) A 氏及び D 社が当委員会に開示・提出した情報・データは全て真正かつ正確な

ものであり、改変等されていないこと 

(e) RHD グループ各社及びその役職員並びに A 氏及び D 社が、当委員会の検討対象

となった事項について重大な影響を及ぼす情報の開示を留保したことはないこ

と 

 

なお、当委員会の受嘱事項は前記「第 1・2」のとおりであり、本報告書はその目

的以外の目的に用いられることを予定していない。また、当委員会による調査は、

RHD からの委嘱を受けて、RHD グループのために行われたものであり、当委員会は、

当該調査及びその結果について、RHD グループ以外の第三者に対して責任を負わな

い。 
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第2  本調査により判明した事実経緯 

1 前提事実 

（1） RHD グループの沿革及び関係会社 

RHDは、2019年 4月 1日、株式会社UKCホールディングス（以下「UKC」という。）

と株式会社バイテックホールディングス（以下「バイテックHD」という。）が経営統

合して設立された会社である。 

UKCは、半導体及び電子部品事業、電子機器事業及びシステム機器事業を営む会社

である。 

また、バイテック HD は、その傘下に半導体及び電子部品事業を営むバイテックグ

ローバルエレクトロニクス株式会社（以下「VGEL」という。）、調達事業を営む PTT

株式会社（以下「PTT」という。）並びに環境エネルギー事業を営む株式会社バイ

テックグリーンエナジー（発電事業）及び株式会社バイテックベジタブルファクト

リー（植物工場事業）等を抱える完全持株会社である。 

VGEL は、2019 年 4月 1日の経営統合に際して、UKC のデバイス事業を承継し、「レ

スターエレクトロニクス株式会社」（REC）へと商号変更を行った。 

また、調達事業を営む PTT は、2020 年 7 月 1 日付けで「株式会社レスターサプラ

イチェーンソリューション」へと商号変更を行った（以下「RSC」という。）。 

2022 年 5月 31 日時点における RHD のグループ会社（本事案に関係する会社及び件

外調査の対象会社）は、別紙 3「相関図」記載のとおりである。 

 

（2） バイテック HD の沿革 

バイテック HD は、2015 年 10 月 1 日、株式会社バイテック（以下「バイテック」

という。）から、デバイス事業、環境エネルギー事業及び太陽光発電事業をバイテッ

クの 100％子会社に承継させる3件の会社分割を行うとともに、商号変更（バイテッ

ク→バイテック HD）を行うことで持株会社へと移行した会社である。なお、デバイ

ス事業を承継したのが VGEL、環境エネルギー事業を承継したのがバイテックグリー

ンエナジー株式会社、太陽光発電事業を承継したのが株式会社バイテックソーラー

エナジーである。 

これにより、バイテック HD の下には、主要な事業子会社（100％子会社）とし

て、VGEL（デバイス事業）、バイテックグリーンエナジー株式会社（環境エネルギー

事業）及び株式会社バイテックソーラーエナジー（太陽光発電事業）のほか、PTT

（調達事業）が存在する形となった。 

その後、バイテック HDは、2016 年 6月 30 日付でバイテック HDが所有する PTT 株

式の19.9％をP社に譲渡し、PTTにおいてP社の調達機能を補完する外部パートナー
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として部材調達業務を受託することとした。 

バイテック HD では、上記資本業務提携を契機として、調達受託ビジネスを事業化

し、事業基盤の更なる強化を図ることとし、VWPG の××（取引先）とのビジネスを

調達受託ビジネスへ発展させること等を企図して、2018 年 12 月 28 日付で所有する

VWPG 株式を PTT に譲渡した。 

 

（3） VWPG の沿革 

VWPG は、RSC が 50.1％、W2 社が 49.9％を所有する W1 社グループとの合弁会社で

ある。 

当初は、W2 社が 50.1％、M1 社が 49.9％を所有する合弁会社（当時の商号は

「Teksel WPG Limited」であり、以下「TWPG」という。）であり、日系顧客の海外サ

ポート会社として設立された。 

バイテックは、2014 年 12 月 1 日、M1 社の 100％子会社である M2 社からデバイス

事業を承継するとともに、M1 社が所有する TWPG 株式全てを譲り受けた。 

さらに、バイテック HD は、2016 年 4 月 26 日、W1 社グループとの連携加速を図る

目的で、W2 社から TWPG 株式 2 株(約 0.2％)を取得し、50.1％を所有することとなっ

た（なお、当該追加取得に先立ち、2016 年 1 月 1 日付で TWPG は VWPG へと商号変更

した。）。 

前述したとおり、VWPG の主要な業務は、当初は日系顧客に対する商談案件の現地

フォロー及び××（取引先）向け部品調達事業であり、バイテック HD グループにお

ける調達受託ビジネスの強化のために PTT の子会社とされたが、その後、××（取

引先）向け部品調達事業は縮小し、現時点では日系の EMS 顧客を中心に W1 社商材を

販売することが主要な業務となっている。 

 

（4） VWPG の組織・管理体制 

① VWPG の拠点・人員体制 

VWPGは、香港に本社があり、シンガポールに支店を置き、深圳（Shenzhen）及び

蘇州（Suzhou）に出張所を置いている。これらの場所にはいずれも W1 社のオフィ

スがあり、VWPG のオフィスは、W1 社オフィスの一部を借りて事業に当たってい

る。 

2021 年 3 月時点では、香港に代表者である R1 氏及びスタッフ 4 名の合計 5 名、

深圳に A 氏及びスタッフの合計 4 名、蘇州にスタッフ 1 名、シンガポールにスタッ

フ 2 名が在籍していたが、同年 1～4 月にかけて香港のスタッフ 4 名全員が退社し

たため、深圳及び蘇州にて増員し、2022 年 5 月時点では、香港に 1 名、深圳に 7

名、蘇州に 2名、シンガポールに 2名という体制である。 
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R1 氏及び A氏は、当初は M2 社の社員であったが、バイテックが M2 社からデバイ

ス事業を承継したことに伴いバイテックの社員となり、バイテックが持株会社への

移行に伴いデバイス事業を VGEL へ分割承継させたことから、現在は REC の社員と

なっている7。バイテックと TWPG は、2015 年 3 月 1 日、R1 氏及び A 氏を TWPG へ出

向させる旨の出向契約を締結しており、現時点においても、両名は REC からの出向

として VWPG にて勤務している。 

また、その他のスタッフは、香港及びシンガポールでは VWPG が直接雇用し、そ

の他の出張所では W1 社との業務委託契約に基づくシェアードサービスとして派遣

されているとのことである。 

 

② VWPG における職務分掌 

VWPGの深圳拠点には、2021年 4月時点において、Branch ManagerのA氏のほか、

Manager の V2 氏、Field Sales Engneer の V3 氏及び Sales Assistant の V4 氏が在

籍しており、VWPG本社（香港）において退職者が続いたことから、深圳拠点におい

て、新たに V5 氏、V6 氏、V7 氏及び V8 氏を採用した。A氏、V2 氏、V3氏及び V5 氏

が営業担当であり、顧客ごとに分担して営業活動（販売/仕入/PSI納期管理/売込み

活動など）を担当している。V4氏、V6氏、V7氏及び V8氏はアシスタント業務に従

事している。 

A 氏は、2014 年 5 月 12 日から VWPG に出向して深圳オフィスで勤務しており、当

初は一般職として仕入・調達業務を担当していたが、2016年 4月にBranch Manager

に昇格し、それ以降、在庫管理や新規のサプライヤー開拓といった業務も担当して

いる。 

また、VWPG 本社（香港）には、2021 年 1 月時点において、Senior Sales 

Executiveの V1氏、Sales Executiveの V9氏（2020年 7月 9日より休職中）、Sales 

Coordinator の V10 氏及び Sales Assistant の V11 氏が在籍していたが、同年 1 月

～4月にかけて、4名全員が退職した。V1氏は主に××（取引先）調達代行Project

の営業を担当し、V9 氏は主に日系企業向け販売の営業を担当し、V10 氏は主に××

（取引先）調達代行 Project のアシスタント業務を担当し、V11 氏は日系企業向け

販売のアシスタント業務に従事していた。 

 

③ 内部管理体制 

VWPG は、拠点ごとに W1 社との間で業務委託契約を締結し、内部管理に関する業

 
7 A 氏については、中国での就労ビザを取得する関係で、深圳の W8 社との間でも形式的に雇用契約を締結

しているとのことである。 
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務を委託しており、W1社に対し、総額で 73万 3493.60US ドル（89百万円）8（2021

年 4 月～2022 年 3 月実績）の委託費用を支払っている。 

RHD 及び RSC 関係者に対するヒアリングによれば、バイテックが M1 社から TWPG

株式を譲り受ける以前から、TWPG では、内部管理に関する業務を W1 社へ委託し、

W1社のシステムを用いて仕入・販売の管理を行っていた。すなわち、バイテックが

買収する前の TWPG は、W1 社の事務所の中にオフィスを構え、M2 社からの出向社員

（R1 氏及び A氏）が、現地社員及び W1 社からのシェアード社員とともに W1 社のシ

ステムを使って業務を行っていた。そして、バイテックが TWPG を買収し、TWPG 株

式を買い増して過半数を取得して VWPG へ商号変更した際にも、業務フローはその

ままで見直されておらず、現在に至るまで買収前の状況と同じ業務フローとなって

いるとのことである。 

R1氏及びA氏に対するヒアリングによれば、VWPGにおける社内承認プロセスは、

以下のとおりである。 

 

(a) VWPG が仕入れを行う場合 

W1 社が仕入れを行う場合には、新規仕入先・部品をシステム登録する必要が

あり、VWPG 担当者が申請し、W1 社審査の承認を経てシステム登録される。仕入

先登録情報を修正する際も同様である。申請するためには必要な書類が複数あ

り、申請してからシステム登録されるまでの期間は、3～4日程度である。 

仕入先に対して発注する際には、VWPG担当者が申請部門責任者（VWPGのR1氏）

に対して申請し、その承認を受けて発注書（PO）を発行する。申請してから発

注書が発行されるまでの期間は 1日程度である。 

仕入先に対する支払については、VWPG 担当者が申請し、申請部門責任者

（VWPG の R1 氏）及び W1 社経理担当者の承認を受けて支払が実行される。 

VWPG では、仕入先に対して入荷前に支払う（前払いする）場合には、登録後

に社内申請手続を進めて約 1 週間後に支払が実行されるのが通例であり、即日

支払を実行することは認められていない。 

 

(b) VWPG が販売を行う場合 

VWPG が販売を行う場合には、新規顧客（販売先）をシステム登録する必要が

あり、VWPG 担当者が申請し、申請部門責任者（VWPG の R1 氏）及び W1 社審査の

承認を経てシステム登録される。顧客登録情報を修正する際には、VWPG 担当者

が申請し、W1 社審査の承認を経てシステム登録される。 

 
8 本報告書における現地通貨単位による金額を日本円に換算して表記する際には、便宜上、2022 年 3 月末

日における換算レートに基づく以下の近似値を用いる。 

1 米ドル（US ドル）：122.00 円、1 香港ドル（HK ドル）:16.00 円、1 人民元（元）:19.00 円 
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顧客の販売与信額申請（Credit limit 申請）については、VWPG 担当者が申請

し、W1社与信審査部門が審査し、申請部門責任者（VWPGの R1氏）、W2グループ

Sales部門責任者（CSO）及びW1社貿易審査部門の承認を経てシステム登録され

る。 

販売与信額以内の販売については、VWPG 担当者がシステムに入力すればロジ

スティック部門に連絡されて販売が実行されるが、緊急出荷等の販売与信額を

一時的に超える際の特別出荷手配については、VWPG 担当者が申請し、申請部門

責任者（VWPG の R1 氏）、W2 社グループ Sales 部門責任者（CSO）及び W1 社審査

の承認を受けて出荷を行う。 

また、顧客の指定する場所へ直送する場合には、VWPG 担当者が申請し、申請

部門責任者（VWPG の R1 氏）及び W1 社審査の承認を経て、ロジスティック部門

に伝えて手配する。 

 

(c) VWPG における在庫管理 

VWPG のシステムでは、半導体・電子部品等を仕入れた場合、入庫した月から

引当金が計上される仕組みとなっている。引当金額を計算するための係数につ

いては、システムで設定されているため、R1氏を含むVWPG担当者らで詳細はわ

からないものの、在庫期間が 3 ヶ月を超えると仕入価額と同程度の引当金を積

む必要があるという仕組みとなっていた。 

 

④ RHD グループにおけるグループ管理体制（VWPG に関して） 

VWPGは、2018年 12月 28日以前はバイテックの子会社、同日以降はPTTの子会社

となっており、バイテック又は PTT に対して月次で仕入れ・販売等の経理データを

報告している。 

また、RHD グループでは、グループ会社管理規程を策定しており、本来であれ

ば、VWPG は RSC の子会社として同規程に基づく事前承認・報告等を行う必要があ

る。しかし、RSC 関係者のヒアリングによると、上記グループ会社管理規程は VWPG

に共有されておらず、また、事前承認・報告を要する事項はほとんどなかったた

め、事前承認・報告がされたことはないとのことである。 

また、RHD グループでは、グループコンプライアンス規程を策定しており、本来

であれば、コンプライアンス委員会がコンプライアンス疑義事象に関する初期段階

の確認、調査及び主管部署への調査指示や疑義事象への対応に関するグループ会社

への指示及び助言を行うものとされているが、本事案においては、コンプライアン

ス委員会への報告自体が行われておらず、同委員会が調査に関与した形跡は認めら

れない。 

そのほか、RHD グループにおいては、グループ全体ではないものの、事業会社ご
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とに在庫管理ルールを有していた。RSC では、在庫期間が 1 年を超えた場合には仕

入金額の全額を引き当てることとされており、子会社等に対し、定期的に長期在庫

（7ヶ月以上）を超えるものについて報告を求めていた。 

 

（5） ビジネスの流れ 

① RHD グループにおけるデバイス事業のビジネス 

RHD グループにおける半導体・電子部品事業は、主にデバイス事業と EMS 事業で

構成されている。そのうち、デバイス事業の具体的な内容は、①国内外の半導体・

電子部品及び関連商材の販売、②多様なラインカードの組合せによるシステム提

案、③高付加価値ソリューションの提供及び液晶系・海外サプライヤーを得意とす

る技術サポート、④LSI 設計開発・支援、⑤信頼性試験受託サービスである。 

その事業系統図は以下のとおりであり9、事業の中心となっているのは REC であ

る。REC が国内・海外の販売先に営業活動を行い、受注を受けた半導体・電子部品

を国内・海外の仕入先から調達して納品するというビジネスの流れとなっている。 

 

 

 

REC 関係者のヒアリングによれば、REC が行っているデバイス事業とは、半導体

工場の供給能力に制約があり、かつ、発注から生産まで一定の時間（3～6ヶ月）が

 
9 RHD の有価証券報告書（2021 年 3 月期）6 頁の抜粋 
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かかることから、REC において顧客（販売先）から基本需要情報を先行して入手

し、それを半導体工場に伝えて見込み生産を行う BtoB ビジネスであり、原則とし

て需要と生産能力が紐付いているとのことである。 

このように見込み生産であるため、顧客側の需要変化により商社（REC）に余剰

在庫が発生するケースもある（これが長期滞留在庫の要因となる。）。反対に、半導

体工場の供給能力不足により顧客（販売先）の需要を満たせないケースもあり、そ

のような場合には流通市場においてスポット調達により顧客の求める半導体部品を

調達する必要がある（以下、このような流通市場における在庫品を「市場在庫品」

という。）。このような半導体部品の流通市場は、約 20 年前までは日本が主要市場

であったが、現在は中国（特に深圳）が主要市場となっているとのことである。 

REC では、以前より顧客からの依頼に基づき市場在庫品のスポット調達を行って

いたが、2020 年春以降の世界的な半導体不足により、特に 2021 年以降、顧客依頼

によるスポット調達の需要が急増した。 

市場在庫品のスポット調達の場合、調達価格は購入のタイミングによって値決め

されることになり、需給逼迫時には大幅な高値となるケースもあるが、その際には

顧客に対して（大幅な高値でも購入するかどうかの）意思確認を行った上、市場在

庫品を調達するかどうかを決定することになるとのことである。 

 

② RHD グループにおける調達事業のビジネス 

RHD グループにおける調達事業の具体的な内容は、エレクトロニクスに係るグ

ローバル調達トレーディングと関連業務の受託サービスによる最適なサプライ

チェーンマネジメントの提案である。 

その事業系統図は以下のとおりであり10、事業の中心となっているのは RSC であ

る。RSC が、国内・海外の販売先から調達業務を受託し、販売先の指定する半導

体・電子部品を国内・海外の仕入先から調達して納品するというビジネスの流れと

なっている。 

 

 
10 RHD の有価証券報告書（2021 年 3 月期）7 頁の抜粋 
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RSC 関係者のヒアリングによれば、RSC が行っている調達事業とは主に P 社の調

達業務の受託であり、P 社から電気電子部品、半導体部品、その他部材の種類・価

格・調達先等を指定され、指定されたとおりに調達先から電気電子部品、半導体部

品、その他部材を仕入れて P 社に納品している。半導体流通市場から市場在庫品を

スポット調達することもあるが、仕入先は P社からの指定である。 

 

③ RHD グループにおける VWPG の位置づけ 

VWPG は、2014 年 12 月にバイテックが M1 社から買収し、2016 年 4 月に過半数を

取得した後、2018年12月28日にPTT（現在のRSC）の子会社となった会社である。 

RHD 及び REC 関係者のヒアリングによれば、買収した当初の VWPG のビジネスは、

①日系顧客に対する商談案件の現地フォロー、②××（取引先）向け部品調達事業

が中心であり、③日系 EMS 顧客に対する製品置換提案（W1 社との協業）、④現地日

系顧客に対する直接販売も行っていたとのことである。これらのうち、××（取引

先）向け部品調達事業の売上高は 2015 年度から 2017 年度にかけて増加しており、

これを受けて、バイテック HD は PTT の調達受託ビジネスを強化する目的で VWPG 株

式を PTT に譲渡し、VWPG を PTT の子会社としたとのことである。 

しかし、VWPG の××（取引先）向け部品調達事業は 2018 年度以降縮小し、特に

2019 年度以降には急激に縮小した結果、2019 年度における VWPG のビジネスは日系

顧客に対するもの（商談案件の現地フォロー、製品置換提案、直接販売）がほとん

どとなった。 
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そのため、VWPG では、仕入れ・販売の月例レポート等については親会社である

RSC に対して報告を行うものの、日常的な業務上のやりとりについては REC の営業

担当者から直接連絡・指示を受け、REC 担当者と協議しながら進めているとのこと

である。 

また、以下のとおり、VWPG の売上推移を見ると、2020 年度から市場在庫品の調

達・販売が行われるようになり、2021年度にはその売上げが急拡大している。これ

は、2020 年春以降の世界的な半導体不足を受けて、特に 2021 年以降、REC におい

て顧客依頼によるスポット調達の需要が急増し、主要な流通市場に近い VWPG 深圳

オフィスに対し、スポット調達を依頼する例が増えたからであるとのことである。 

 

【売上】（単位：US ドル） 
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【仕入】（単位：US ドル） 

 

 

2 本事案の発覚から本調査開始に至る経緯 

（1） W1 社からコンプライアンス違反行為の疑いに関する報告（口頭） 

① W1 社における調査の経緯 

2021 年 7 月、W1 社香港の人事担当者は、VWPG の A 氏が関与するビジネスに関し

て「親族取引の伝票処理がある」という報告を受けた。 

W1 社では、上記面談内容を W1 社香港から親会社である W1 社へ報告し、W1 社の

CEO の指示を受けて、2021 年 8 月末から調査が開始された。W1 社は、サーバ内に

残っている A 氏のメール及び VWPG の売上履歴の調査等を行い、同年 10 月 8 日、報

告書を作成した。W1社において同報告書が内部展開されたところ、内部から調査が

不十分であるとの指摘があったことから、W1社はさらに調査を行い、スライドを追

加する等して同報告書をブラッシュアップし、同年 12 月に W1 社報告書を完成させ

た。ただし、W1 社は日付の更新を失念したため、W1 社報告書に記載された日付は

「2021/10/8」のままとなっている。 

 

② W1 社から REC への非公式な報告（2021 年 10 月 20 日） 

REC から REC 香港（RESTAR ELECTRONICS HONG KONG CO., LTD）に出向して総経理
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を務めている R2 氏は、2021 年 10 月 20 日、W1 社の W4 氏から、①VWPG にて REC 出

向社員によるコンプライアンス違反取引が発生している可能性があり、調査中であ

ること、②（W1 社が作成した 2021 年 10 月 8日時点の報告書の共有はなされていな

いが）これまでの調査の結果、同出向社員の中国人の妻の会社が関与している取引

に問題があること、具体的には W2 社から商品を VWPG が仕入れ、中国の商社に販売

した後、同一製品、同一数量を高値で買い戻していることが判明したこと、③同調

査は遅くとも年内には完了する見込みであること、④W1社の CEO は本事案について

非常に憤慨しており「Vitec に Majority を渡した為、ガバナンスが効いていないの

では」とのコメントがあったことの報告を受けた。もっとも、当該報告は、R2氏が

日常的に W4 氏との間でビジネス上の連絡を取っている中で、W1 社による正式な報

告の前に事実上の情報共有がなされたものであったため、W4氏からは、報告内容に

ついてはあくまでも非開示と整理されたいとの要望がなされた。 

R2 氏は、同日、W4氏から報告を受けた内容を、REC 取締役執行役員で海外部門を

統括する R3 氏に共有し、その後、同じく REC 取締役執行役員で管理部門を統括す

る R4 氏にも共有した。 

R2氏は、2021年 10月 26日、「W1社からの情報(VWPG懸案事項)」と題する資料を

作成し、同資料を用いて、本事案について、RSC 社長の R5 氏、RHD 常務執行役員で

REC総務人事部部長のR6氏及びRHD執行役員で法務・コンプライアンス部部長のR7

氏に報告した。 

 

（2） W1 社報告書の受領と対応策の検討 

① W1 社報告書の受領（2021 年 12 月 24 日） 

W4 氏は、2021 年 12 月 24 日、R2 氏及び R3 氏に対し、電子メールで W1 社報告書

を送付するとともに、RHD において対応方針を検討してほしいと要請した。W4 氏

は、R2 氏に対して、W1 社は本事案についてサポートする立場であるが、W1 社とし

ては本事案につきインテグリティに関する重要な問題だと認識しているゆえ、RHD

においてもしっかりと対応してほしい旨を述べた。 

その後、R2 氏は、R4 氏に対して W1 社報告書を共有し、取り急ぎ、R2 氏におい

て、深圳及び香港の弁護士に相談することとなった。 

 

② RHD 側における情報共有（2021 年 12 月 28 日） 

R4 氏は、2021 年 12 月 28 日、R5 氏、R6 氏及び R7 氏に対し、W1 社報告書を共有

した上で、R2氏、R3氏、R5氏、R6氏及びR7氏の6名で対応を協議した。参加者の

間では、①年末休みの直前であったため、年明けに集まって対応策を引き続き協議

すること、②それまでの間に R2 氏が現地（深圳・香港）の弁護士事務所に相談し
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た結果を次回共有すること、③情報の隠蔽や逃亡の虞れがあることから、W1社報告

書で違法行為の当事者と指摘されている A 氏及びその上司の R1 氏に対して情報が

伝わらないよう慎重に調査を進める必要があることが確認された。 

なお、同日、R4 氏から R6 氏に対し、VWPG と A 氏の契約関係を確認するよう要請

されたため、R6 氏は、TWPG（現在の VWPG）とバイテック（現在の REC）間の 2015

年 3月 1 日付出向契約書（A氏をバイテックから TWPG に在籍出向させることを内容

とするもの。以下「本出向契約書」という。）を R4 氏に共有した。両名は、本出向

契約書の第 6 条において、バイテック又はその社員の責めに帰すべき事由により

TWPG(現在の VWPG)が損害を被った場合、バイテックが TWPG(現在の VWPG)に当該損

害を賠償する旨が定められていることを確認し、本事案により TWPG（現在の

VWPG）に損害が生じる場合には大きな問題となりうるとの認識を持った。 

その後、R2 氏は、深圳及び香港の弁護士に相談したところ、深圳の弁護士から

は、A 氏に対して業務上横領の嫌疑をかけられるべき行為である旨の回答を受けた

ものの、香港の弁護士からは、①A 氏の配偶者の関連取引先が間に入っているとは

いえ取引自体は有効に成立しており違法性は認められないため、A 氏を社内で処分

する余地はあるが、A 氏の配偶者や協力者に対しては訴追（刑事）も損害賠償請求

（民事）も事実上不可能であること、②違法行為の行為地が深圳、VWPG本社が香港

と管轄が異なるため、難しい問題があること、③本出向契約書に基づき VWPG から

バイテックに対する損害賠償請求が法的に成立し得ることの回答を受けた。 

 

③ RHD 内調査 PJ 立ち上げ（2022 年 1 月 6 日） 

R2 氏、R4 氏、R3 氏、R5 氏、R6 氏及び R7 氏は、2022 年 1 月 6 日、本事案に関す

る対応を協議した。 

同協議では、①本事案の事実確認や違反行為の証拠となる資料を取得する必要が

あること、②問題の取引が現在も続いていることから早急に取引を止める手立てを

講じる必要があり、本人への通知や後任者をどうするかについて検討すべきこと、

③R2氏から深圳及び香港の弁護士に相談した結果、見解が分かれている上、管轄の

問題もあるため、法律面の調査をさらに進めなければならず、香港や深圳の弁護士

のほか日本の弁護士にも相談すること、④本事案は RHD 代表取締役（CEO）に報告

すべきことが確認された。 

また、R2氏を含む上記 6名が中心となって、本事案について継続的に対策を検討

することを確認した（当該 6 名のことを、以下「調査 PJ」という。）。調査 PJ は、

社内規程あるいは社内稟議に基づき設置を決定したものではなく、本事案の対策を

検討する上記 6名により自然発生的に発足したものであるとのことである。 
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④ W1 社からの進捗確認（2022 年 1 月 7 日） 

W4 氏は、2022 年 1 月 7 日、R2 氏に対し、W4 氏の上司が本事案の対応により顧客

に迷惑がかかることを気にしている旨伝えた上で、RHD 側の検討状況はどうかと質

問した。これに対し、R2 氏は、RHD としては、真摯・真剣に本事案について検討し

ており、顧客へのビジネス影響も含めきちんと整理した上、まずは W1 社に対し相

談する予定である旨回答した。 

 

⑤ CEO への報告（2022 年 1 月 14 日） 

調査 PJ は、2022 年 1 月 14 日、REC 名義で、W1 社レポートの内容等を整理した

「V 社コンプライアンス案件対応について」（以下「REC 報告書」という。）を作成

し、RHD の代表取締役 CEO である R8 氏に対して報告した。REC 報告書は日本語で記

載されており、下記に抜粋するとおり「不正利益」の項目には「約 2.5 億円」とい

う記載もなされている。 

 

REC 報告書・7頁 

 

 

R8 氏（CEO）からは、①関係当事者に対する訴追が目的ではなく、コンプライア

ンス違反が事実なのであればそのことを関係当事者に自覚させた上で、会社に損失

が発生しているのであればそれを弁済させる方向で進めること、②そのためには引

き続き慎重に調査を進めること、③法律上の問題については懇意にしている弁護士

がいるので、同弁護士に相談して見解を聞くことなどの指示が出された。 

なお、R7 氏や R6 氏は、同日以降も随時、R8 氏（CEO）に対して、口頭で進捗状
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況を報告したとのことである。 

 

⑥ 常勤監査等委員への報告 

R7 氏は、日付は不詳であるが 2022 年 1 月、RHD の常勤監査等委員である R9 氏及

び同 R10 氏に対し、VWPG でコンプライアンス違反があり、現在調査中である旨をそ

れぞれ伝えた。これに対し、R9氏及び R10氏は、それぞれ、調査結果が分かれば報

告されたいと伝えた。 

その後も、R7氏は、R9氏及びR10氏に対して、月に1回程度の頻度で本事案につ

いて口頭で報告していたが、両名とも、後述する 2022 年 5 月 19 日までの間、本事

案に関する資料は何ら共有されていない。 

 

⑦ 日本弁護士事務所への相談（2022 年 1 月 18 日） 

R2 氏は、2022 年 1 月 18 日、本事案について R8 氏（CEO）から照会された弁護士

に相談し、同弁護士から、本事案は難しいケースであるとした上で、中国法につい

て調査するには正式に依頼されたいとの回答を得た。 

 

⑧ 中国弁護士事務所への相談（2022 年 1 月 27 日） 

調査 PJ は、2022 年 1 月 27 日、本事案について、Y 事務所に所属する Y 弁護士に

相談し、同弁護士から、本事案は中国法に基づき訴追できる可能性が高いとの回答

を得た。調査 PJでは、同弁護士の回答を共有して協議した結果、Y事務所に本事案

の調査を依頼することとし、同事務所に見積もりの提示を依頼した。 

なお、この頃から、RHD の法務・コンプライアンス部法務・コンプライアンス課

の R11 氏及び R12 氏が調査 PJ のメンバーに加わっている。 

 

 

（3） 第 3四半期決算における経理部・監査法人との情報共有 

① R4 氏からの注意喚起と R13 氏への説明（2022 年 1 月 26 日〜27 日） 

R4 氏は、2022 年 1 月 26 日、RHD 経理部長の R13 氏と別件について電話で話をし

た際、同氏に対して、本事案の概要（VWPGで親族取引が発覚したこと）を説明し、

未だ調査中であるものの、RHD 法務・コンプライアンス部から情報共有されていな
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いのであれば、共有された方がよい旨を伝えた11。R4 氏は、同年 1 月 27 日午前 10

時 1分、R7氏、R6氏、R11氏を宛先、R3氏及びR2氏をCCとして、本事案について

「そろそろ第 3 四半期の『後発事象、偶発債務に関する質問』が経理から来る頃か

と拝察しております。VWPGコンプラ案件につきまして、高度に秘匿扱いしていただ

いている中、これを優先して経理(少なくとも経理部長の R13 さん)に情報共有され

ていないと内部統制面で問題になりますので、念のためご連絡申し上げます。特に

R6 さんから共有していただきました出向契約書の Article 6 には下記の記載があ

り、この面のリスクも認識しておく必要があると推察しております。」と電子メー

ル本文で指摘し、①REC 報告書、②W1 社報告書、③同報告書で引用されていた D 社

からの仕入れに係るエクセル表、④本出向契約書を添付した電子メールを送信し

た。 

続いて、R4 氏は、同日午前 11時 10 分、R13氏に対して「To：R7 さん、Cc R6 さ

ん、R11 さん宛てに添付のメールをお送りしています」と記載した電子メールを送

信し、同電子メールに、R7氏宛の前記メール（上記①～④の各資料が添付されたも

の）及びバイテックがTWPG株式29万 9999株を取得することについて決議した際の

プレスリリースを添付した電子メールを添付した。 

ただし、R13氏によれば、R4氏からの電子メールに添付されたR7氏宛の電子メー

ルの添付資料のうち、まず W1 社報告書を開いてざっと見たものの、中国語交じり

の書類であり内容の把握が困難な内容であった上、重要な話であれば会議等に呼ば

れて説明を受けるはずであると思い込み、本事案の重要性が高いとは認識せず、他

の添付資料まで確認せず、仮に添付資料を開いたとしても熟読まではしなかったと

のことである。さらに、R13 氏は 2022 年 2月 3日から 2 月半ばまで疾病休暇を取っ

ていたため、前記報告書等を事後的に確認する余裕もなかったとのことである。 

 

② R7 氏・R6 氏から R13 氏への説明（2022 年 1 月 27 日） 

R7氏と R6氏は、R4氏からの指摘を受けて、2022年 1月 27日の昼休みに、R13氏

に対し、本事案について情報共有するとともに第 3 四半期の決算に先立ち監査法人

にする後発事象（訴訟関係）に関する回答書の中で本事案について記載する必要性

があるかどうかを確認しようとした。 

しかし、R7 氏によれば、R13 氏はすでに R4 氏から本事案についての資料の共有

 
11 R13 氏によれば、このやりとりに際し、R13 氏から「監査法人に内容を理解させなければならないほど

のことなのか」と質問したところ、R4 氏から「今話せる内容は何もない」との回答を得たとのことであ

る。しかし、R4 氏によれば、当該やりとりについての記憶はなく、仮に R13 氏からそのような質問がなさ

れたのであれば「監査法人に報告するかどうかは R13 氏が判断すべきことである」と回答したはずとのこ

とである。R4 氏は、このやりとりの数日前（同年 1 月 21 日）、REC の財務経理部が監査法人に対して（本

事案とは無関係の）損害賠償請求について引当金の計上が可能かと直接質問したところ、R13 氏から厳し

く叱責された旨の報告を受けており、監査法人との対応については RHD 経理部長である R13 氏の判断に任

せた方がよいと考えていたとのことである。 
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を受けており、本事案について監査法人には共有するものの第 3 四半期の決算資料

に記載する必要はない旨、及び、経理部内の共有は上司である RHD 代表取締役（企

画・財務・システム担当）である R14 氏に留める旨の回答を受けたとのことであ

る。 

 

③ R13 氏・R7 氏から監査法人への説明 

監査法人は、四半期決算ごとに、経理部から後発事象・偶発債務の有無につい

て、法務・コンプライアンス部から法規制違反及び訴訟案件の有無について、それ

ぞれ書面で回答を得て確認するという運用を行っていた。 

しかし、2022 年 1月下旬に経理部から監査法人に提出された回答書には、本事案

についての記載はなかった12。 

また、2022 年 1月下旬に法務・コンプライアンス部から監査法人に提出された回

答書にも、本事案についての記載はなかった。 

 

④ R13 氏から R14 氏への説明（2022 年 1 月 27 日頃） 

R13 氏は、2022 年 1 月 27 日午後 0時 47 分、R14 氏に対し、R4氏から同日午前 11

時 10 分に受領した上記電子メール（4 つの資料が添付された R7 氏宛の電子メール

が添付されたもの）を転送した。R13 氏は当該転送メールの本文に「のちのど（原

文ママ）、R4 さんから連絡が入ると思います。極秘だそうで・・・、まだ、10 人も

知らないと聞いています。 FYI」と記載した13。R14 氏は、R13 氏が転送した R4 氏

の上記電子メールを翌日（1月 28 日）又は週明けに確認したが、そこに添付された

資料については軽く目を通した程度であった。 

その後、R14 氏によれば、R14 氏が、R13 氏に対し、R4 氏とのミーティングはい

つ行うのかと問うたところ、R13 氏は、R14 氏に対し、「あれはまだ初期段階であっ

て、今回は全然大丈夫ですから忘れて結構」と回答した。これに対し、R14 氏は、

R13 氏の対応を了解し、その後の対応は任せる旨を述べた。 

 

 
12 R13 氏によれば、同氏は、監査法人に対して回答書を提出した後、監査法人の担当者に架電し、（VWPG

の名前を出すことなく）子会社においてコンプライアンス違反があったと聞いたが、偶発債務や後発事象

になり得る状況ではないと認識しており、追って分かったことがあれば情報を提供するという趣旨を伝え

たとのことであるが、監査法人によれば、R13 氏から上述の報告は一切受けていないとのことである。 

13 R13 氏によれば、上記電子メールの転送に先立ち、R14 氏に対して、VWPG にてコンプライアンス違反が

あり、調査中であると報告するとともに、偶発債務になることはないので、監査法人に対してもコンプラ

イアンス違反があったことのみを話し、第 3 四半期の決算短信に注記する必要はないと判断したことを報

告したとのことである。R14 氏によれば、そのような報告を受けたかどうかの記憶は曖昧であるとのこと

である。 
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⑤ 経営者確認書の提出（2022 年 2 月 10 日） 

RHD は、2022 年 2月 10日、R14 氏が署名した同日付経営者確認書を監査法人に提

出した。同確認書では、VWPGにおけるコンプライアンス違反の疑いについて言及さ

れていなかった。 

R14 氏は、調査の初期段階で監査法人へ報告すると混乱が生じることから調査が

ある程度進んだ時点で報告するのが妥当であると考えており、かつ、公認会計士の

資格を有する R13 氏も同意見であったことから、本事案についても現時点では監査

法人に報告・共有する段階に至っていないと判断し、同確認書に署名するにあたっ

ても、監査法人に対して、本事案について何も伝えなかったとのことである。 

なお、RHD では、2022 年 2 月 10 日開催の臨時取締役会において、2022 年 3 月期

第 3 四半期報告書を監査法人の四半期レビュー報告書を添付した上で関東財務局に

提出することが報告されているが、本事案については一切報告されていない。 

 

⑥ 監査等委員会への報告（2022 年 2 月 25 日） 

R7 氏は、R9氏及び R10 氏の指示により、2022 年 2月 25 日開催の RHD 監査等委員

会において、VWPGにて親族取引に係るコンプライアンス違反の疑いが生じており、

現在中国の法律事務所にて調査中であることを報告し、R9氏が、事実関係が判明し

たら改めて監査等委員会に報告する旨を述べた。 

監査法人は、上記監査等委員会に出席しているが、上記報告がなされたのは、監

査法人が報告事項 1（詳細な監査手続の説明及び監査上の主要な検討事項に係るコ

ミュニケーションの件）の説明を終えて監査等委員会から退席した後であった。た

だし、監査等委員会の議事録については、議事録作成後、監査法人に共有されるこ

ととなっており、上記監査等委員会の議事録は 2022 年 3 月 22 日に監査法人に共有

されている。同議事録には、下記抜粋のとおり、本事案について口頭で報告された

旨が記載されている。 

 

2022 年 2月 25 日開催の監査等委員会議事録の抜粋 

２．21 年度訴訟・コンプライアンス事案報告の件 

R7 氏及び R11 氏より、報告資料 1 に基づき、21 年度の訴訟 5 件（終了 3 件、新

規 2件、及び内部通報 3件（うち終了 1件）の説明がなされ確認がなされた。 

また口頭にて VWPG（香港）の取引につき事実確認をしている旨状況報告がなさ

れた。 

 

なお、R9 氏及び R10 氏は、同年 2 月 25 日の監査等委員会後しばらくして、少な

くとも 3 月中には、本事案が VWPG 社で起きた従業員の親族との取引に係るコンプ
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ライアンス問題であり、中国法律事務所により調査中である旨を知るに至ったとの

ことである。しかし、本事案は調査中の事案であり、このタイミングで会計監査人

に伝えることは混乱すると思い、もう少し状況がわかってから報告すればよいと考

えていたとのことである。 

 

（4） 中国事務所による調査 

① 中国弁護士事務所への依頼と W1 社への報告（2022 年 2 月 16 日） 

RHD は、2022 年 2 月 16 日、Y 事務所に対して、本事案の調査を依頼した。Y 事務

所とのやりとりは、中国の弁護士資格を保有している R12 氏が中心となって行っ

た。 

また、RHD は、同日、W1 社に対し、RHD として本事案の調査を行い最適な対応策

を立案する旨を報告するとともに、調査を進めるに当たり必要となる質問や資料の

提示要求を行った。その後、W1 社から回答及び資料提示を受けた。 

 

② 中国弁護士事務所による中間報告書の提出（2022 年 4 月 19 日） 

Y 事務所は、後述（第 3・1・(2)）のとおりの調査を行い、2022 年 4月 19 日、資

料等による調査が概ね終了したとして、中国事務所中間報告書を作成し、調査 PJ

に提示した。同事務所は、W1 社からの情報（追加で要求した情報等を含む。）をも

とに事実関係を調査したほか、匿名で裁判官の見解を確認するなどの調査を行った

とのことである。 

調査 PJ は、同日、中国事務所中間報告書をもとに事実関係を整理するととも

に、事実関係の確認のために W1 社との打ち合わせを実施した。 

しかし、中国事務所中間報告書の受領を含む本事案の進捗状況は、R13 氏、R14

氏、R9 氏及び R10 氏には共有されていない。この段階で経理担当役職員（R14 氏・

R13 氏）及び常勤監査等委員（R9 氏・R10 氏）に対して情報共有しなかった理由に

ついて、R7氏は、未だ調査中であったからと説明しており、R4氏は、RHD 経理部等

に共有するか否かはそもそも RHD 法務・コンプライアンス部が判断すべきことであ

る上、中国事務所中間報告書で認定された民事上の損害賠償の額が W1 社報告書に

記載されたものと大差がなかったからと説明している。 

 

③ R4 氏から R13 氏への報告（2022 年 4 月 22 日、5月 16 日） 

R4 氏は、2022 年 4月 22日、R13 氏に対し、社内のチャットツール（Teams）を用

いて「以前お話いたしました VWPG 駐在員の件、ようやく法律的な要件を固めつつ

あり、元々は 3 月末を想定していました X-Day を 5 月上旬～中旬くらいに想定して
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います。これに伴って××（取引先）等の市場在庫販売は今までのようにはできな

くなると思われます。」と報告した。「X-Day」とは A 氏のヒアリングを実施する日

を意味している。ただし、R4氏によれば、当該チャットは、次年度の業績見通しを

立てる上で VWPG の売上げはさほど伸びないことを伝えることに主眼があったとの

ことである。当該報告に対する R13 氏からの返信はなかった。 

その後、R4氏は、2022年 5月 16日、R13氏に対して、上述の「X-Day」が 5月 20

日又は 23 日で固めつつある旨を報告した。これに対し、R13 氏は、R4 氏の当該報

告のメッセージに対して「 ڒڑڐ」マークを付した。 

 

④ 中国弁護士事務所による最終報告書の提出（2022 年 5 月 29 日） 

調査 PJ は、調査によって判明した事実関係を踏まえて A 氏に対するヒアリング

を実施する方針を決めたが、本事案の調査を担当している Y 事務所の Y 弁護士が上

海在住であり、新型コロナウイルスの感染拡大により上海がロックダウンされてし

まったため、A氏が所在する深圳へと移動できなくなった。 

そのため、A 氏に対するヒアリングを実施することができないまま約 1 ヶ月が経

過したが、調査PJ及びY事務所としては、これ以上A氏のヒアリングを後ろ倒しに

すべきではないと判断し、2022 年 5 月 20 日、同事務所の深圳オフィスの弁護士の

立ち会いの下、RESTAR ELECTRONICS (SHENZHEN) CO.,LTD.のオフィスにおいて、Y

弁護士が上海から Web で参加して質問する形式で、A 氏に対するヒアリングを実施

した。 

その後、Y 事務所は、A 氏に対するヒアリングを合計 3 回行った上、2022 年 5 月

29 日、RHD に対し、中国事務所最終報告書を送付した。 

 

（5） 2022 年 3 月期年度決算における経理部・監査法人との情報共有 

RHD は、2022 年 5 月 11 日、2022 年 3 月期年度に係る決算短信を公表した。しか

し、上記決算短信の公表に先立ち、本事案の調査の状況について調査 PJ から経理部

や監査法人に対して資料に基づく説明などの正式な情報共有がなされた形跡はな

かった。R13 氏としても、2022 年 1 月末の報告以降、本事案についての報告がない

と認識しており、大した話ではなかったと考え、確認しなかったとのことである。 

 

（6） 経理部・監査法人との調査結果の共有 

① 調査 PJ チームから経理部等への報告（2022 年 5 月 19 日） 

調査 PJ は、Y 事務所による A 氏のヒアリングの実施予定日の前日である 2022 年

5 月 19 日、R9 氏、R10 氏、R14 氏、RHD 常務執行役員の R15 氏及び R13 氏に対し、
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本事案に関するこれまでの調査結果の概要を説明した。R13 氏は、報告を受けた内

容のうち、買い戻し（バイバック）について特に問題視し、詳細を説明するよう求

めた。 

 

② 監査法人との情報共有（2022 年 5 月 20 日） 

R4 氏は、2022 年 5 月 20 日、R13 氏の買い戻しに関する質問に対し、中国事務所

中間報告書で整理された類型ごとの金額を電子メールで回答するとともに、同電子

メールに中国事務所中間報告書を添付して送付した。 

R13 氏は、同日、監査法人に対し、中国事務所中間報告書を送付するとともに、

朝から監査法人とのミーティングを行った。その席で、監査法人から、中国事務所

中間報告書を作成した Y 事務所から直接説明を聞きたいという要請を受け、同日、

同事務所と監査法人の情報共有会が行われた。この情報共有会には、RHD 側からは

R13 氏、RHD 経理部長の R16 氏、R4 氏、R6 氏及び R7 氏が出席した。 

その後、RHD から監査法人に対し、W1 社報告書、REC 報告書などの資料を共有し

た。 

 

③ 監査法人から監査意見が出ない可能性についての連絡（2022 年 5 月 23 日） 

監査法人は、2022 年 5月 23 日、監査等委員会に対し、「本件調査については、本

事案の概要についての事実確認が十分ではなく、調査対象範囲の取引の根拠も明確

ではないこと、また件外調査については、検出された問題取引の手口が十分に明ら

かになっておらず、結果として調査対象の範囲を本対象者に関する特定の取引に限

定し、その他の類似案件の調査が出来ていないことから、本件調査の十分性及び件

外調査の網羅性について、客観的にみて十分であるとはいえない」ため、監査人と

して予定どおり監査意見を提出することがかなり難しいという見込みを伝えた。 

R13 氏、R6 氏及び R7氏は、同日、R8氏（CEO）に対し、監査法人から監査意見が

出ない可能性が高く、その場合には定時株主総会を延期せざるを得ないことを報告

した。 

 

④ RHD 報告書の作成（2022 年 5 月 30 日） 

RHDでは、監査法人から、W1社報告書及び中国事務所中間報告書では2021年 8月

までの調査しか実施されていないなどの指摘を受けたことから、監査法人に対して

本事案について改めて全容を説明する必要があると判断し、上記報告書に 2021 年 9

月以降分の調査を含む RHD としての調査結果を反映させた RHD 報告書を作成した。 

そして、2022年 5月 30日、RHD取締役会においてRHD報告書を監査法人に提出す

ることの決議（書面決議）を得た上で、監査法人に対して RHD 報告書を提出した
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が、監査法人からは、「依然として、本件調査の十分性及び件外調査の網羅性につ

いて、客観的にみて十分であるとはいえない」ため、監査意見を提出することは困

難であるとの回答を受けた。 

 

⑤ 特別調査委員会の設置（2022 年 6 月 6 日） 

RHDは、2022年 6月 6日開催の臨時取締役会において、①同年6月 30日開催予定

の定時株主総会では計算書類・連結計算書類に係る議案を提出せず、継続会とする

こと、②本事案の事実関係及び本事案に類似する事象の存否などについて実態把握

をする必要があると判断し、公正で適正な調査を行うため、外部の有識者等で構成

する特別調査委員会（当委員会）を設置することを決議した。 
  



 

 - 29 - 

第3  当委員会における分析・検討 

1 W1 社報告書、中国事務所最終報告書及び RHD 報告書について 

本事案に関しては、当委員会が調査を開始する時点において、W1 社報告書、中国

事務所最終報告書及び RHD 報告書が存在した。そのため、当委員会としては、これ

らの先行調査報告書における調査プロセス、調査対象範囲の適切性、調査・分析結

果を検証してその内容を把握した上で、当委員会の実施する分析・検討に参照する

こととした。先行調査報告書における調査方法及び内容は、以下のとおりである。 

 

（1） W1 社報告書の調査方法・内容 

① 調査方法 

W1 社によれば、W1 社報告書を作成するにあたって行われた調査方法は、W1 社の

サーバに記録されていた電子メール（2019 年 7 月～2021 年 9 月）及び VWPG の売

上、仕入、棚卸資産等の会計データ（2015年 1月～2021年 8月）の確認であるとの

ことである。 

 

② 関係者及び関係企業の認定 

W1 社報告書では、A 氏、A 氏の妻である C 氏及び B 氏を違法行為の「関係者」と

認定している。 

また、W1社報告書では、株主、役員、FAX 番号、カスタマーコード、VWPG との取

引の有無及び期間等の情報に基づいて検討を行った結果として、E社、F社、D社、

G 社、H社の 5社を「関係企業」と認定している。 

なお、D 社は、C 氏が 100％株主であるとともに董事14に就任している。また、E

社は、C氏及び B氏が 50％ずつの株主であり、B氏が董事に就任している。 

 

③ 報告書の内容 

W1 社報告書は、以下の 5類型の違法行為を認定している。 

 

 

 

 
14 香港の有限公司の董事とは、日本の株式会社の取締役にあたる役職を指す。有限公司の設立には満 18

歳以上の個人（自然人）が最低 1 名必要で、国籍や居住国の制限はないため、香港在住である必要はな

い。また董事と出資者（株主）を兼任することも可能である。なお、香港には代表取締役という地位はな

く、会社登記上は複数名の董事がいるとしても全員「董事」として登記される。 



 

 - 30 - 

類型 内容（原文ママ） VWPG の損害額 

1 「既存仕入先から妻名義会社経由仕入の個人

利益奪う」 

40 万 3479US ドル 

2 「不明な供給者から妻名義会社経由仕入、相

場乖離」 

200 万 US ドル以上 

3 「関係会社より高く仕入、安く売りの赤字商

売」 

1680US ドル 

4 「既存在庫を関係会社に安く売って、高く再

仕入、お客へ正常品転売」 

2966US ドル 

5 「わざと関係会社に赤字販売」 9 万 961US ドル 

 

類型 1は、××（仕入先）等のVWPGの既存仕入先との間にD社を入れることによ

り、1 年間の VWPG の仕入金額が 55 万 4567US ドル（68 百万円）となり、D 社が 40

万 3479US ドル（49 百万円）の利益を得たと指摘されている。 

類型 2 は、××（取引先）の半導体部品について、不明な供給者から D 社が異常

な高値で仕入れを行い、それを VWPG に販売したというものであり、××（取引

先）部品関連での「盗まれた利益」（損害）は 170 万 8652US ドル（208 百万円）で

あり、2021年 8月までの総額では200万 USドル（244百万円）以上であると予想さ

れている。 

類型 3 は、VWPG が、E 社から高値での仕入れを行い、それよりも安値で顧客に対

して販売して赤字（損害）を生じさせたというものであり、「盗まれた利益」は

1680US ドル（205 千円）とされている。 

類型 4 は、VWPG が、既存の在庫を E 社に安値で販売した後、E 社又は D 社から再

度同一製品をより高い価格で購入したというものであり、損害額は 2966US ドル

（362 千円）とされている。 

類型 5は、VWPG が E 社及び G社に対して製品を低価格で販売して赤字（損害）を

生じさせたというものであり、損害額は 9 万 961US ドル（11 百万円）とされてい

る。 

 

（2） 中国事務所最終報告書の調査方法・内容 

① 調査方法 

Y 事務所によれば、中国事務所最終報告書の作成にあたって行われた調査方法

は、W1 社報告書の確認、取引履歴資料の確認、メールやりとりの確認、RHD 担当者

及び R1 氏からの説明、A 氏に対するヒアリング（3 回実施）及び A 氏から受領した

資料（D 社の仕入れ先 3 社（E 社を含む）からの請求書、当該 3 社への銀行口座の
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支払記録）の確認であるとのことである。 

 

② 報告書の内容 

中国事務所最終報告書は、以下の 5 類型のコンプライアンス違反行為を認定して

いる。これらの 5 類型は、若干の相違はあるものの、概ね W1 社報告書において認

定された 5類型と共通している。 

 

類型 内容 VWPG の損害額 

1 VWPG とその既存取引先との商流に A氏関連会社を

入れる 

40 万 6183.50US ドル 

2 A 氏関連会社をして市場参考価格より遙かに高い

価格で製品を VWPG に販売させる 

170 万 8652US ドル 

3 A 氏の関連会社をして市場参考価格より高い価格

で製品を VWPG に販売させる 

1680US ドル 

4 VWPG をして安値で A氏の関連会社に販売した製品

をその販売価格より高い価格で買戻しさせる 

5066.10US ドル 

5 VWPG をしてまだ価値のある製品を廃棄品名目で A

氏の関連会社に販売させる 

9 万 2663US ドル 

 

類型 1は、VWPG とその既存取引先（××（仕入先）等）との商流に A氏の関連会

社（D 社）を入れたというものであり、40 万 6183.50US ドル（50 百万円）が VWPG

に属すべき利益であるとされている。 

類型 2 は、A 氏の関連会社（D 社）をして市場参考価格よりも遙かに高い価格で

製品を VWPG に販売させるというものであり、170 万 8652US ドル（208 百万円）が

VWPGに属すべき利益であるとされている。しかし、それに続けて、同報告書では、

①A 氏から、最初に W1 社の関連会社に問合せをしたが、同社から VWPG に製品を供

給できないとの回答を得たため、やむを得ず第三者から価格の高い「現物在庫15」

を購入したとの説明を受けたこと、②VWPG 又は RHD において、A 氏のかかる説明が

事実であることを確認できたことが記載されている。そして、これらの事情を勘案

すると、W1 社報告書で算定の根拠とされている価格（W1 社の関連会社が同製品を

第三者に販売した際の価格）ではなく、D 社が第三者から調達した価格と D 社が

VWPG に販売した価格との差額を、VWPG に属すべき利益と見做される考え方が合理

的であり、そのように算定した場合には VWPG に属すべき利益の額は 2 万 5984US ド

 
15 本報告書における「市場在庫品」を意味していると考えられる。 
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ル（3百万円）であると報告されている16。 

類型 3 は、A 氏の関連会社（E 社）をして市場参考価格よりも高い価格で製品を

VWPG に販売させるというものであり、1680US ドル（205 千円）が VWPG に帰属すべ

き利益であるとされている。 

類型 4 は、VWPG をして安値で A 氏の関連会社（D 社及び E 社）に販売した製品を

その販売価格より高い価格で買い戻させたというものであり、5066.10USドル（618

千円）が VWPG に帰属すべき利益であるとされている。 

類型 5 は、VWPG をしてまだ価値のある製品を廃棄品の名目で A 氏の関連会社（E

社及びG社）に販売させたというものであり、9万2663USドル（11百万円）がVWPG

に帰属すべき利益であるとされている。 

 

（3） RHD 報告書の調査方法・内容 

① 調査方法 

RHD によれば、RHD 報告書の作成にあたって行われた調査方法は、①W1 社報告書

及び中国事務所最終報告書の確認、②売上、仕入、棚卸資産等の VWPG の会計デー

タ（2015 年 1 月～2022 年 4 月）の確認、③D 社の取引実績資料17の確認、④A 氏に

対するヒアリングであるとのことである。 

また、W1 社報告書及び中国事務所最終報告書における調査対象期間は 2021 年 8

月までであり、監査法人からその後の期間における取引の調査がされていないこと

の指摘を受けていたことから、2022 年 4月までを対象期間として調査を行ったとの

ことである。 

 

② 報告書の判断 

RHD 報告書では、中国事務所最終報告書において認定された類型に沿って検討

し、類型 1、2、4 及び 5 の取引はコンプライアンス違反であるが、類型 3 はコンプ

ライアンス違反ではないと認定されている。 

さらに、類型 2 による損害額は、D 社の仕入額と VWPG への販売額の差額である 2

万 5984US ドル（3百万円）と認定されている。そして、調査 PJ が調査した 2021 年

9 月以降の損害額を加算した結果、一連の不正類型による損害の合計額は 80 万

5805.1US ドル（98 百万円）とされている。 

 
16 それと合わせて、A 氏にその主張の根拠となる資料の提出を求めたが、資料が揃っておらず、これ以上

の証拠の提出が困難であった旨の留保が付されている。 

17 具体的には、A氏から提供された、D社の売上・粗利、売上・仕入明細（A氏が作成しており網羅性につ

いては問題がある）及び D 社の仕入れ先からの請求書（ただし、A 氏が作成したことが調査の結果判明）、

銀行口座の支払記録のデータであるとのことである。 
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2 当委員会における関係当事者の考え方 

先行調査報告書では、W1 社報告書で「関係者」及び「関係企業」と認定した個人及

び会社を対象として、VWPG との取引に不正があるかどうかを検証している。 

当委員会としては、W1 社に対するヒアリングにおいて、W1 社報告書が上記の個人及

び会社を「関係者」及び「関係企業」として特定した理由について確認するととも

に、以下の検証作業を行って、本事案における関係当事者の範囲について検討を行っ

た。 

 

（1） 関係者・関係企業等デュー・ディリジェンスの結果 

関係者・関係企業等デュー・ディリジェンスを実施した結果、C氏及び B氏が関与

すると思われる会社は、以下のとおりである。 
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（2） C 氏が株主として登録されている会社について 

上記のうち、C氏が株主となっている会社の概要は、以下のとおりである。 

 

① D 社について 

D 社は、C 氏を 100％株主とし、C 氏を董事として、2018 年 9 月 24 日に設立され

た会社である。A 氏によれば、C 氏が中心となって貿易関係の事業を行うことを想

定して会社を設立したものであり、当初から VWPG との取引を行うことを目的とし

て設立したものではないとのことである。 

その後、VWPG による市場在庫品の調達に際しては、VWPG が利用する W1 社の倉庫

では二次元バーコードが黒塗りとなっている市場在庫品を受け入れることができ

ず、物流業務を代替する必要があることに加え、製品確保のために迅速な発注書の

発行や前払いを行う必要があるという理由により VWPG が直接取引を行うことは困

難であるということから、D 社が間に入って調達を行うことを A 氏が発案した。そ

して、2019 年 9 月 16 日、VWPG とは取引のない××（仕入先）からの量産前の試作

サンプルの調達に関して、D社が主体となって調達を行った上で D社から VWPG に販
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売するという取引が行われた。 

この際、A 氏は、VWPG において、D 社に関する取引先申請手続を行い、W1 社の承

認を得ていた。A 氏によれば、当該申請手続において必要書類等を提出して手続を

行っており、D 社が A 氏の妻である C 氏が董事でありかつ全額出資する会社である

という説明はしていないものの、虚偽の事実関係の説明を行った事実はないとのこ

とである。また、A 氏によれば、親族の保有・運営する会社との間で取引を行って

はならないという規則があるという認識はなく、取引先申請手続を経た上で VWPG

と D 社との間で取引を行うことは、規則に反する不当な行為ではないとの認識で

あったとのことである。 

その後、2019 年 10 月頃からは、世界的な半導体不足を受けて、××（取引先）

の部品調達において納期遅延や調達できないというトラブルが多くなったため、D

社が市場在庫品を確保して VWPG に販売するという取引が更に拡大した（実際に

は、D 社が確保する市場在庫品の中には E 社を通じて調達するものも多く含まれて

いた。）。A氏によれば、D社の董事はC氏であるものの、経営判断や事業運営はA氏

が行っており、C 氏には部品調達の知識はなく、主に請求書の発行や配送手配等を

行っていたとのことである。また、D 社におけるラベル貼りや輸送・梱包等の業務

は、外部委託により行っていたとのことである。 
 

② F 社及び E社について 

E 社は、2010年 10月 21日に香港で設立された私的会社（Private Company）であ

り、董事はB氏が務めている。香港登記局（Company Registry）18の記録によると、

C 氏が 2018 年 8 月 27 日から 50％株式を保有し、残りの 50％を B 氏が保有してい

る。 

F 社は、2013 年 11 月 18 日に E 社の 100％子会社として香港で設立された私的会

社で、2021 年 10 月 22日に登記が抹消されている。登録抹消前の会社登録の記録に

よると、董事は××氏が務めていた。また、香港登記局の記録によると、C 氏は、

2016 年 4 月 8 日から株式を 40％保有し、残りの株式を××氏と××氏がそれぞれ

30％ずつ保有していた。 

上記 2 社はいずれも私的会社であるため、香港登記局の記録上事業内容は明らか

ではない19。また、両社ともに会社の公式ホームページを開設していないことか

ら、会社の一般情報を取得することはできなかった。 

C 氏が上記 2 社の株主として登録された経緯について、A 氏は以下のとおり説明

している。A 氏は、××（取引先）の××氏から G 社を紹介され、同社の 100％株

 
18 https://www.icris.cr.gov.hk/csci/cns_search.jsp 

19 香港法人は、香港登記局に「年次報告書（Annual Return）」を提出する必要があるため、株主や役員、

登記住所などは開示されており、変更届なども確認することができるが、事業内容は開示されていない。 
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主である B 氏と知り合った。その後、A 氏及び C 氏は、B 氏と一緒に食事をするな

ど親しい間柄となり、そのような中で B 氏から、日本市場を開拓したいので、B 氏

の関係会社の株主として C氏の名を連ねることの提案がなされた。B氏によれば、C

氏は中国出身であるが、日本語を話すことができることから、C 氏に株主になって

もらったとのことであるが、一方で、C 氏が事業運営や経営に関与したことはない

とのことである。 

A 氏及び C 氏は、B 氏の提案を受け入れたが、A 氏によれば、株主となるに当た

り、C 氏又は A 氏から何らかの金銭の支払（出資や株式譲渡対価の支払）がなされ

た事実はないとのことである。ただし、A 氏によれば、E 社の株主として登録され

ることについては B 氏から提案を受けて認識していたが、F 社の株主として登録さ

れることについては打診を受けておらず、認識もしていなかったとのことである

（同様に C 氏も、F 社の株主として登録されていることは認識していなかったと述

べている。）。 

A 氏及び C氏と B氏の間で上記やりとりがされた時期については、A氏、C 氏及び

B 氏とも明確な記憶はないとのことである。しかし、C 氏は 2016 年 4 月に F 社の株

主となっており、2018 年 8 月 27 日に E 社の 50％の株主となっていることに照らす

と、上記のやりとりがされたのは少なくとも 2018 年 8 月以前であると考えられ、

2016 年 4月以前である可能性もある。 

また、銀行取引証憑によれば、B 氏から C 氏に対して 2022 年 2 月 25 日に 42 万

2720 元（8 百万円）が支払われたという事実が確認されている。当該支払の趣旨に

ついて、A氏は VWPG と E社との取引額が増大したことによる何らかの謝礼ではない

かと推測していると述べており、B 氏は配当の趣旨であると説明している。A 氏、C

氏及び B 氏によれば、B 氏又はその関係会社から A 氏又は C 氏に対して金銭が支払

われたのは、この 1回だけであるとのことである。 

 

（3） B 氏が関係する企業グループについて 

① B 氏が関係すると思われる企業グループの範囲 

B 氏が関係すると思われる企業グループは、深圳と香港の両域に存在し、関係

者・関係企業等デュー・ディリジェンス及びデジタル・フォレンジックの結果から

関係性が判明した企業などを含め、合計 24 社である（関係者・関係企業等

デュー・ディリジェンスにおける VWPG の仕入先上位等 24社の一部が含まれる。）。 

当委員会としては、出資関係のみならず、以下のような緩やかな関係性を有する

企業を含めて「B 氏が関係すると思われる企業グループ」を特定した。この企業グ

ループには、以下の 3タイプの企業が含まれる。 

(a) B 氏が、創設者、株主又は董事であったことが、中国本土又は香港の会社情報
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から明らかである企業（以下「B氏グループ企業」という。） 

(b) デジタル・フォレンジックの結果、B 氏が当該企業の一員としてやりとりをし

ていることから、B 氏に関係する会社であることが明らかである企業（以下

「B氏関与企業」という。） 

(c) 上記B氏グループ企業又はB氏関与企業の株主、董事あるいは社員であること

が中国本土又は香港の会社情報から明らかである人物が、創設者、株主又は

董事を務める企業（以下「B 氏関係者企業」という。） 

 

② VWPG と取引関係がある企業の特定 

当委員会としては、VWPGの会計データ及びデジタル・フォレンジックの検証並び

に A 氏その他の関係者へのヒアリングを通じて、上記のとおり特定した「B 氏が関

係すると思われる企業グループ」に属する企業について、VWPGとの間で取引関係が

あるかどうかを検証した。 

その結果、「B氏が関係すると思われる企業グループ」に属する企業のうち、VWPG

と取引関係が認められたのは、前記「第 3・2・（1）」に記載したとおり、E 社、F

社、I社、J社、G社及び H社の 6社である。 

 

（4） 当委員会が認定した「関係当事者」及び VWPG との取引 

当委員会は、上記の検証結果を踏まえ、D社、E社、F社、I社、J社、G社及び HH

社の 7社を本事案における「関係当事者」であると認定した。 

VWPG の売上データ及び仕入データから把握できる関係当事者との取引額は、以下

の表のとおりである。なお、この表に記載のない会社は、2015 年 1 月 1 日から 2022

年 3 月 31 日までの対象期間中に取引がないことを意味する。 

当委員会としては、上記「関係当事者」の7社のうち、A氏夫妻が関与している会

社は E社と F社のみであることから、まずは D社、E社及び F社を対象として手続を

行い、E社や F社において不適切な取引が認められた場合には、残りの 4社について

も検討を行うこととした。 
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3 E 社及び F社と VWPG との取引の評価 

（1） E 社及び F社と VWPG との取引に係る社内プロセスの適切性 

前述したとおり、E社及び F社（以下「E 社等」という。）は、C氏が株主として登

記されている会社である。しかし、A 氏によれば、A 氏又は C 氏が E 社等に出資した

ことはなく、C氏が E社等の経営や事業運営に関与したことはないとのことである。

B 氏のヒアリングにおいても、C 氏が日本語を話せることから、日本市場を開拓する

という目的で株主に名前を出してもらったものであり、C氏が会社の経営に関与した

ことはないとのことである。 

また、前述のとおり、2022 年 2月に B氏個人から C氏の個人口座に約 42万元（約

8 百万円）が支払われた事実が確認された。当該支払の意味について、B 氏は配当と

して支払ったと述べるが、A氏は、E社等に出資したことはなく、E社と VWPG との取

引額が増大したことによる何らかの謝礼と思われると説明しており、その事実関係

は不明である。 

しかし、仮に A 氏及び C 氏が B 氏から何らかの謝礼・配当を得ていたとしても、E

社等は、A 氏又は C 氏が過半数の出資割合を占めている会社ではなく、C 氏が董事そ

の他の業務執行者に就任している事実も経営に関与している事実も認められない以

上、E 社等を実質的に A 氏の支配する会社であると評価することはできず、E 社等と

VWPG との取引が VWPG の従業員（A 氏）による利益相反取引であると評価することは

できない。 

後述するとおり、VWPG では利益相反取引について事前の報告・承認を求めるなど

のプロセスを明確に定めた社内規程が定められておらず、RHDの行動規範において従

業員の利益相反取引に関する遵守事項が定められているのみである。 

そうであるとすれば、A 氏が、E 社等と取引するに当たり、妻である C 氏が両社の

株主であると VWPG へ申告しなかったことをもって、行動規範に違反する不適切な行

為であるとまでは認められない。 

 

（2） E 社及び F社と VWPG との取引の合理性（VWPG の損害の有無） 

以上のとおり、E 社等と VWPG との取引について不適切な行為と評価できないとし

ても、C 氏が E 社等の株主であり、B 氏から謝礼・配当として約 42 万元（約 8 百万

円）を受領していたという事情を勘案すると、A 氏が B 氏と共謀して VWPG から利益

を引き出していた可能性を否定できない。すなわち、仮に A 氏が B 氏と共謀の上、

自ら又は B 氏の利益を図るために不合理な取引条件で E 社等と取引を行い、VWPG に

損害を被らせたということであれば、これは不法行為に該当するから、VWPG として

は被った損害を A氏及び B氏に対して請求できることになる。 

そこで、当委員会としては、E 社等と VWPG との取引の合理性が認められるかどう
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か（VWPG に損害が発生しているかどうか）を検証することとした。 

 

① 会計データ分析に基づく検証 

当委員会は、E社等と VWPG との取引について、以下の図に記載された検証手続に

従い、会計データを分析して不合理な取引が行われているかどうかを検証した（な

お、D 社と VWPG との取引についても同様の検証を行っているため、以下の図には D

社についても記載されている。）。 

 

 

 

この検証手続については、以下の点を考慮して策定している。 

まず、E社等とVWPGの取引には、E社等がVWPGの仕入先となる場合（上流取引）

と売上先となる場合（下流取引）があることから、これらを分けて上記の図のとお

り手続を策定した。 

E 社等が VWPG の仕入先となる場合（上流取引）に関しては、VWPG のエンドユー

ザーは、RHD グループ以外の企業にも調達のオファーを行っている。仮に E 社等が

通常認められる水準以上のマージンを計上して VWPG に販売した場合には、VWPG 及

び RHD グループがさらにマージンを加算して販売価格を設定することとなるため、

エンドユーザーは RHD グループに発注を行わず、別の企業から調達するはずであ

る。すなわち、半導体部品のマーケットメカニズムの下においては、E 社等も間接

的にエンドユーザーに対する販売競争に組み込まれているのであり、VWPGがエンド

ユーザーに対して一定の利益を計上して販売できている限り、E社等の VWPG に対す

る販売価格の水準も適正な範囲にとどまっていると考えられる。 
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そこで、当委員会としては、VWPGが赤字を計上する取引（VWPG の販売価格を RHD

グループやエンドユーザーが許容可能な水準に維持することで取引を成立させなが

らも、一方で E 社等において多額の利益を計上できるように VWPG の仕入価格の設

定を行い、VWPGに損害を発生させる取引を想定）に注目しながら検証を進めること

とした。 

具体的には、E 社からの仕入取引の 7 割を占める製品アイテムに係る売上取引に

ついて赤字取引の有無の検討とデジタル・フォレンジック等により取引の概要の把

握を行うとともに、別の切り口として、製品アイテムの仕入先が 1 社の場合を「シ

ングルベンダー取引」、複数社の場合を「マルチベンダー取引」と定義し、マルチ

ベンダー取引については製品アイテム毎に仕入先別の単価推移分析を実施して E 社

等の販売価格が他の仕入先よりも高い取引を抽出し、シングルベンダー取引につい

ては赤字取引を抽出した上、その売上データを検証した20。 

以上の検証手続の結果、上流取引については、E 社等から仕入れたアイテムの顧

客への販売取引において、納期に間に合わせるために市場在庫品を高い価格で仕入

れざるを得なかった等の事情により生じ得る赤字取引を除き、VWPGは一定の利益を

獲得できていたことが認められ、VWPGに不適切に損失を与えている取引は検出され

なかった。 

次に、E 社等が売上先となる場合（下流取引）には、VWPG に赤字を生じさせるこ

とは不適切な取引となりうるリスクが相対的に高いと考えられることから、E 社等

に対する売上取引で赤字のものは全件を対象とするとともに、VWPGのすべての売上

取引（E社等から仕入れた製品アイテムを売却した取引も含まれる。）のうち、赤字

額が 3000US ドル（366千円）以上のものを検証の対象とした。この結果、下流取引

についても、赤字は出ているものの、後記「第 3・4・（2）」に記載のとおり、一定

の合理性のある取引であることが認められた。 

 

② デジタル・フォレンジック及びヒアリング等に基づく検証 

当委員会は、E社等と VWPG との取引について、デジタル・フォレンジック及びヒ

アリング等に基づき、A 氏と B 氏の共謀関係を疑わせる事情や不合理な取引が行わ

れている可能性を示す事実が認められるかどうかを検証した。 

その結果、A 氏と B 氏の間で何らかの共謀関係を疑わせるような事実は発見され

ず、むしろ、以下のとおり、E 社等と取引することの合理性を裏付ける事実が複数

検出された。 

まず、RECが VWPG と通じて××（仕入先）等から市場在庫品を購入する取引にお

 
20 VWPGの売上データと仕入データは、一定のキーコードで紐付けられておらず、機械的に関係付けること

ができないため、取引先、製品アイテム、時期、数量などを手掛かりに両データの取引を結びつけて検証

した。 
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いて、E 社が VWPG と××（仕入先）との間の商流に入った事例が存在する。しか

し、当該事例においては、E 社が商流に入ることだけでなく、E 社が××（仕入

先）から購入する単価及び E 社が受領するマージン率についても REC 担当者は認識

しており、A氏が恣意的に VWPG の仕入単価を設定・操作していたという実態は認め

られなかった。さらに、検出された取引の限りでは、E 社が商流に入った取引にお

ける VWPG の稼得マージン率は概ね××%程度であり、他の仕入先との取引を通じた

VWPG の売上取引における稼得マージン率××%と比較して特に異常な水準ではない

と考えられる。 

また、VWPGが顧客からの市場在庫品の手配を依頼された際、市況の高騰により他

の仕入先が VWPG の発注数量及び単価では調達することができずにキャンセルを申

し出る中、E 社は独自の調達網を駆使し、当該キャンセルを申し出た他の仕入先の

分も合わせた数量を市場から調達して VWPG へ納品していた事実が認められた。 

そのほか、市場在庫品を仕入れる場合には（VWPG が決済通貨としている）US ド

ルではなく人民元での支払を要求する仕入先、前払いを要求する仕入先も存在し、

迅速な調達をするために VWPG と仕入先との間に E 社を仲介会社として介在させる

こととなった経緯を示す事実も検出された。 

 

③ 小括 

以上のとおり、E社等と VWPG との取引については、会計データ分析において何ら

不合理な取引は検出されておらず、デジタル・フォレンジック及びヒアリング等に

よっても、A 氏と B 氏の間で何らかの共謀が行われた事実は一切認められず、むし

ろ、E社等を商流に入れることの合理性を示す事実が複数検出されている。 

これらの検証を踏まえ、当委員会としては、E社等と VWPG との取引には不合理な

点は認められず、VWPG に損害が発生したと認めることはできないと考える。 

 

4 D 社と VWPG との取引の評価 

（1） D 社と VWPG との取引に係る社内プロセスの適切性 

D 社は、C 氏が 100％株主であるとともに董事を務める会社である。また、A 氏の

ヒアリングによれば、D社の董事はC氏であるものの、経営判断や事業運営の中心は

A氏が行っていたとのことであるから、実質的に A氏の支配する会社であると評価で

きる。 

以上によれば、VWPG が D 社と取引を行うことは、VWPG の従業員である A 氏が支配

する会社との取引であるから、従業員による利益相反取引であるということができ

る。 

しかしながら、A氏は、VWPG の新規取引先として D社を登録する際、D社が A氏の
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支配する会社（C 氏が 100％株主であるとともに董事を務める会社）であることを申

告せず、その後の個別取引に際しても、その旨を申告したことはないとのことであ

る。 

この点に関し、A氏は、VWPG が D社と取引を行ったのは、D社の利益を図るためで

はなく、①客先からの要求に基づく市場在庫品の外箱へのラベル貼り業務、②物流

業務の代替、③市場在庫品確保のための迅速な発注書発行、前払いの実行など、

VWPG の実施することができない役割を D 社が果たすことにより、VWPG のビジネスを

拡大させるためであると説明しており、VWPG の社内規程における定めとの関係でも

D 社が VWPG と取引することについて問題があるとは考えていなかったと弁明してい

る。 

確かに、当委員会による調査の結果、A 氏の弁明の一部については裏付けとなる

メール等も発見されているほか、当該弁明が虚偽であることを示す証拠等は発見さ

れておらず、VWPG のビジネスを拡大させるために D 社を介在させる取引を行ったと

いう側面があったことは事実であると考えられる。 

また、VWPG においては、従業員に対して利益相反取引を禁止しておらず、利益相

反取引について事前の報告・承認を求めるなどのプロセスを明確に定めた社内規程

も存在しないとのことである。さらに、VWPG では、W1 社との間で業務委託契約を締

結し、W1 社のシステムを用いて新規取引先の登録手続を行っているが、その登録手

続において新規登録先が従業員自身の関係する企業かどうかを申請させる仕組みに

はなっていないとのことである。 

しかし、その一方で、VWPG は RHD グループに属しており、VWPG の従業員は RHD グ

ループの行動規範を遵守しなければならない。そして、行動規範の遵守事項「16.利

益相反及び公私の峻別」では、「適正な手続を経ることなく、個人的な利益を優先す

るなど、レスターグループとの間に利益相反を生じる、あるいはそのおそれのある

行為を行いません。」と明記されている。 

A 氏は、VWPG に出向している REC の社員であり、当然に RHD の行動規範を遵守し

なければならない立場であるから、仮に VWPG において従業員の利益相反取引に関す

る明確な社内プロセスの定めがなかったとしても、自らが支配する会社であること

を明らかにすることなく VWPG との取引を開始し、当該取引によって（ビジネスとし

て合理的な範囲であったとしても）一定の利益を得ていたことは、不適切な行為で

あると評価できる。この点は、A 氏の弁明するとおり、VWPG のビジネスを拡大させ

る目的で VWPG と D 社との取引を行ったという面があったとしても、変わるものでは

ないと考える。 

 

（2） D 社と VWPG との取引内容の合理性 

以上のとおり、D 社と VWPG との取引は、VWPG の従業員である A 氏による利益相反
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取引であるにもかかわらず、その旨を VWPG に一切明らかにすることなく実行された

という点において、不適切な行為であると認められる。 

しかし、D 社と VWPG との取引内容が合理的なものであるか否か、当該取引におい

て VWPG が損害を被ったか否かという点については、別途検討が必要である。 

そこで、当委員会は、VWPG の会計データ及びデジタル・フォレンジックで入手し

たメールデータ等を検証し（39 ページの図の手続を含む。）、VWPG 関係者、RSC 関係

者及び REC 関係者に対して複数回のヒアリング等を行った上、D 社と VWPG との取引

内容の合理性の検証を行った。その検証結果は、以下のとおりである（先行調査報

告書において整理された類型に沿って検証していることから、一部 E 社との取引も

含まれる。）。 

 

① 類型①について 

類型①とは、VWPG の既存仕入先との取引に D 社が入り、D 社が利益を得たとされ

る取引類型である。 

W1社報告書では、2015年 1月から2021年 8月までに、以下に掲げるVWPGの既存

仕入先（VWPG における取引先として登録済みとした仕入先）5 社21から D 社を経由

した仕入取引を 21 件（60 取引）行っており、D 社が得た利益（VWPG の損害）は 40

万 3479US ドル（49 百万円）に及ぶとされている。 

中国事務所最終報告書では、W1 社報告書と同様に、2021 年 8 月以前の VWPG の既

存仕入先 5 社との取引 21 件（60 取引）により、D 社が 40 万 6183.5US ドル（50 百

万円）の利益を不適切に得たとしている。 

さらに、RHD 報告書では、既存仕入先 6 社（上記 5 社に E 社が追加された 6 社）

からD社経由で仕入れを行ったことによりD社が得た利益額である合計70万8076US

ドル（86 百万円）を VWPG の逸失利益額としており、これから上記の中国事務所最

終報告書において算定された2021年 8月以前の逸失利益額である40万 6183.5USド

ル（50 百万円）を控除する方法により、2021 年 9 月～2022 年 3 月までの期間に関

する逸失利益額は 30万 1892.5US ドル（37 百万円）としている。 

このとおり、先行調査報告書における類型①による逸失利益額は一致していない

ため、当委員会において算定プロセスを確認した。その結果、①RHD 報告書の逸失

利益額は A 氏が作成した D 社の売上及び粗利の金額をもとに算定されたものである

が、D 社では会計帳簿は作成されておらず、A 氏が作成した D 社の売上及び粗利の

金額は、D社の銀行入出金明細の金額をもとに作成されているに過ぎないこと、②D

社の 2021 年 3 月期の会計監査報告書（Audit Report）の売上に含まれる VWPG に対

する売上金額と VWPG の会計帳簿に記載された D 社からの仕入金額に大きな差額が

 
21 ××（仕入先）、××（仕入先）、××（仕入先）、××（仕入先）及び××（仕入先）。ただし、当委員

会が確認したところ、うち一社は VWPG の仕入先として登録されていなかったことが確認された。 
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あること（D社の VWPGに対する売上金額は入金をもとにキャッシュベースで計算し

ており、2021 年 4 月入金分及び未入金分が D 社の売上金額に反映されていないこ

と）、③W1 社報告書では、A 氏と既存仕入先 5 社の担当者との間のメールを抽出し

て、添付されている Proforma invoice（以下「仮請求書」という。）等から D 社の

仕入額を把握して逸失利益額を算定しているが、全ての既存仕入先との取引に係る

仮請求書等が存在しているわけではなく、網羅的な検証を行うことはできないこと

が判明した。 

以上のとおり、類型①による逸失利益の額については、先行調査報告書のいずれ

の算定プロセスも不十分であり、正確な金額を算定できない。 

しかし、そもそも類型①とされる取引は、VWPG の既存取引先との取引に D社を介

在させて D 社が利益を得たというものであり、VWPG と D 社との取引により VWPG が

損害を被って D 社が不当に利益を得たという点では、類型②に包含されるものと整

理することが可能である。 

そこで、当委員会としては、あえて類型①を独立した類型として VWPG との取引

の合理性や VWPG の損害の有無を検討する必要はなく、類型②において、VWPG の既

存取引先との取引に D社が介在したという事案も含めて検討を行うこととした。 

 

② 類型②について 

類型②とは、A氏の関連当事者であるD社がVWPGに対して市場参考価格（W1社の

関連会社である W2 社が第三者に販売した際の価格）よりも高い価格で製品を販売

していたという取引類型である。 

W1 社報告書では、D 社からの仕入単価と市場参考価格との差額である 170 万

8652US ドル（208 百万円）をもって VWPG の逸失利益と算定している。 

これに対し、中国事務所最終報告書では、当初 W2 社に対して該当製品の供給に

つき問い合わせを行ったものの供給を断られたことから、やむを得ず REC の了承を

得た上で価格の高い市場在庫品を調達することとなったという事情があるため、D

社が当該取引により得た利益（D 社の売上と仕入との差額）は 2 万 5984US ドル（3

百万円）であるとの説明が A氏からなされたと記載されている。 

RHD 報告書においても、VWPG が D 社から仕入れた価格は「市場参考価格より遥か

に高い価格」ではあるものの、最終顧客の承認を得た上で市場在庫品を手配したも

のであることが判明したとして、D 社が得た利益である 2 万 5984US ドル（3 百万

円）を VWPG の損害額としている。 

以上のとおり、W1社報告書の指摘する損害額と中国事務所最終報告書及び RHD 報

告書の指摘する損害額の間には大きな乖離がある。そこで、当委員会では、デジタ

ル・フォレンジック及び関係者へのヒアリング等によって A 氏の説明が事実である

かどうかを確認したところ、確かに A 氏が供述するとおり、最初に W2 社に対して
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打診したが、製品の供給を断られたという経緯があることが確認できた。 

これにより、A氏の説明が虚偽ではないことが確認できたものの、その一方で、A

氏の説明によれば、D 社が調達した市場在庫品のほとんどは E 社から仕入れたはず

であるのに、A 氏が当委員会に提供した D 社の銀行入出金明細等によれば、D 社か

ら E 社以外の複数社に対して振込を行っていることが確認された。このような振込

がされている理由について、A氏は、D社は E社から市場在庫品を調達し、E社に対

して代金支払債務を負っているところ、B 氏から、E 社に対して直接銀行振込を行

うだけでなく、E社（B氏）が指定する支払先 32 社（別紙 4「E社（B 氏）が指定す

る支払先 32社」に記載のとおり）に対しても銀行振込を行うよう指示され、B氏の

指示どおりに代金債務を支払うことで E 社に対する債務の支払を行っていたとの説

明がなされた。この点については、B 氏からもそのような事実があった旨を確認す

ることができた。かかる A 氏の説明に特段不合理な点は認められず、当委員会の入

手した資料とも不整合は認められなかった。 

以上の検証の結果、当委員会としては、A 氏の説明に不合理な点は認められず、

類型②の取引は、VWPG が REC から仕入・調達を依頼され、価格の高い市場在庫品を

調達することについて顧客の承認を得た上で、E 社その他の仕入先から D 社が仕入

れ、それを VWPG に販売したものであると判断した。すなわち、当委員会として

は、類型②に該当するとされた取引（類型①の取引も含む。）の内容に不合理な点

は認められないと判断した。 

そうであるとすれば、かかる一連の取引によって VWPG に生じた損害が存在する

としても、それは D 社からの仕入単価と市場参考価格（W1 社の関連会社である W2

社が第三者に販売した際の価格）との差額ではなく、D 社が当該取引により得た利

益（D社の売上と仕入との差額）が限度となると考えられる。 

しかし、A 氏の説明によれば、D 社とその主たる製品仕入先である E 社との間で

は請求書（Invoice）等が存在しておらず、また、D社では会計帳簿が作成されてい

ないとのことであるため、D社の VWPG に対する売上に対応する仕入金額を正確に把

握・整理することは困難である。RHD による調査において D 社が得た利益の算定に

用いられた証憑（E 社からの請求書とされるもの）は、会計監査報告書（Audit 

Report）の作成に際して A 氏自身が作成したものであるとのことであり、証拠とし

ての信用性は乏しいといわざるを得ない。 

以上のことから、A 氏は D 社が得た利益の額（仕入と売上との差額）は 2 万

5984US ドル（3 百万円）であると説明しているものの、それを裏付ける信用性のあ

る証拠は存在せず、当該金額の妥当性の検証は困難である。また、D 社の会計帳簿

及び関連する証憑等が存在しないため、D 社が得た利益の額を売上及び仕入額の帳

票に基づいて積み上げで計算することは困難である。 

このため、当委員会としては、VWPG との取引により D社が得た利益（類型②のみ

ならず、類型①による利益も含む。）については、積み上げで計算するのではな
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く、D 社の銀行入出金取引表等の資料に基づいて算定することとした。その算定方

法の具体的内容は後記「第 3・4・（3）」に記載のとおりである。 

 

③ 類型③について 

類型③とは、A氏の関連当事者である E社が VWPG に対して市場参考価格よりも高

い価格で製品を販売していたという取引類型である。 

W1 社報告書及び中国事務所最終報告書が類型③として指摘しているのは、E 社か

らの仕入取引により最終的に VWPG が赤字販売を行っている 4取引であり、E社から

の仕入価格と市場参考価格との差額である 1680US ドル（205 千円）が VWPG の逸失

利益であると算定されている。 

これに対して、RHD 報告書では、市場参考価格より高い価格ではあるものの、最

終顧客への納期遵守のため VWPG 内での承認を得た上で市場在庫品を調達したもの

であることが確認されたとして、コンプライアンス違反には該当しないと判断され

ている。 

この点に関して当委員会において調査を行ったところ、上記 4取引は、VWPG が納

期を遵守するために価格の高い市場在庫品を調達せざるを得なくなったために赤字

販売となったものである、又は、納期から遅れて納品された製品が結果的に滞留し

たために安い価格で販売せざるを得ないものであるとの説明を A氏から受けた。 

当委員会は、上記の A 氏による説明内容を検証するため、R1 氏及び VWPG 職員へ

のヒアリングや VWPG の売上データ・仕入データ等の会計データの検討を行った

が、説明内容と整合しないデータ等は確認されず、説明に不合理な点は確認されな

かった。 

なお、上記の取引には、仕入担当者が A 氏とは別の担当者である取引が含まれて

おり、A 氏が意図的に仕入価格を操作することは難しい状況にあったことも確認さ

れた。 

それに加えて、VWPG と E 社との取引に不合理な点は認められず、VWPG に損害が

発生したと認められないことについては、前記「第3・3（2）」において検証したと

おりである。 

以上の点を踏まえ、当委員会としては、類型③に該当するとされた取引は、A 氏

が意図的に E 社から VWPG に対して高い価格で製品を販売していたものとは認めら

れず、取引内容に不合理な点は認められないと判断した。 

 

④ 類型④について 

類型④とは、VWPG が安値で E 社に販売した製品をその販売価格より高い価格で E

社又は D社から VWPG が買い戻したという取引類型である。 
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W1 社報告書では、VWPG から E 社に売却した製品を VWPG が E 社から買い戻して、

これを他社（一部に D社が含まれる。）に再度売却していることに注目し、E社との

売買差額が逸失利益であると判断している。また、E 社に売却した製品をその後 D

社から仕入れた事案についても、VWPG が E 社に売却した価格と D 社が VWPG に売却

した価格との差額について D 社及び E 社が利益を得た懸念があるとして、E 社に売

却した価格と D社から仕入れた価格との差額である 2966US ドル（362 千円）が逸失

利益であると判断している。 

中国事務所最終報告書では、W1社報告書で報告された取引に 1件追加した 4件に

ついて 5066.10US ドル（618 千円）の逸失利益を認定している。 

RHD 報告書では、同額の逸失利益を認定するとともに、当該取引を循環取引であ

ると結論付けている。 

以上のとおり、先行調査報告書では類型④についてコンプライアンス違反であり

VWPGに逸失利益が発生していると結論づけているのであるが、当委員会において、

先行調査報告書で類型④として指摘されている 4 取引について確認したところ、A

氏からは、①E社から買い戻した仕入取引の担当者は A氏とは別の担当者であり、E

社への販売とは関係しない取引であること、②買い戻した後に別の取引先に販売し

たものについても VWPG は一定のマージンを計上していること、③買い戻した製品

を D 社に赤字販売したものが 1 件あるが、これは××（取引先）の需要を予測して

先行手配したが、結果としてコロナの影響を受けて需要が失われたために滞留した

ものであり、当該仕入れ担当者は A 氏とは別の担当者であって、A 氏は在庫滞留に

関与していないこと、④E 社に売却した製品アイテムと同一のアイテムを D 社から

仕入れた取引については、翌月に EMS からの発注において調達不足が生じたため D

社から市場在庫品を仕入れたものである（E 社に対する売上取引とは関係のない取

引である）ことなどの説明を受けた。 

当委員会は、以上の A 氏による説明内容を検証するため、R1 氏及び VWPG 職員へ

のヒアリングや VWPG の売上データ・仕入データ等の会計データの検討を行った

が、説明内容と整合しないデータ等は確認されず、説明に不合理な点は確認されな

かった。 

以上の調査を踏まえ、当委員会としては、類型④に該当するとされた取引の内容

に不合理な点（循環取引である旨を含む。）は認められないと判断した。 

 

⑤ 類型⑤について 

類型⑤とは、VWPG の価値のある製品を廃棄品の名目で E社等に販売したというも

のである。 

W1 社報告書では、B 氏の関係する会社の引き合いで仕入れた在庫が滞留し、その

後 E 社向けに赤字販売で処分していることが指摘されている。かかる指摘は、A 氏
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が計画的に滞留在庫を発生させ、その後処分の際に安値で引き取ることで不適切な

利益を獲得していたのではないかとの疑いによるものと考えられる。 

中国事務所最終報告書及び RHD 報告書においても、7 件の取引について、価値の

ある製品を廃棄品の名目で A 氏の関連会社に販売したとして、当該在庫処分におけ

る赤字額である 9万 2663US ドル（11 百万円）を逸失利益と認定している。 

以上のとおり、先行調査報告書では、類型⑤の取引によって VWPG に損害が発生

しているとの点で一致しているのであるが、当委員会において事実確認を行ったと

ころ、A氏からは、いずれの取引も××（取引先）ビジネスにおいて市場品 （××

製品）が不足した際に購入したものであるが、その後、モデル（××モデル）の設

計変更により使用しなくなったことから、滞留していた在庫品を引き取ってもらっ

たものであるとの説明を受けた。7 取引のうち 1 取引については、H 社より引き合

いがあったため、仕入れ単価に約××%のマージンを加えて売却した取引であり、

滞留在庫品の処分に該当しないのみならず、赤字販売にもなっていない。 

当委員会では、かかる A 氏の説明内容について、R1 氏及び VWPG 職員へのヒアリ

ングや VWPG 売上データ・仕入データ等の会計データに基づく検証を行ったが、説

明内容と整合しないデータ等は確認されず、不合理な点は確認されなかった。 

さらに、当委員会では、「第 3・3（2）①」にも記載しているとおり、RHD 報告書

にて指摘されている取引以外にも、D 社や E 社に対する全ての赤字販売について確

認を行った。その結果、同様の滞留品の処分に係る赤字販売が複数件確認されたも

のの、R1 氏へのヒアリングや VWPG の会計データの検討結果に基づき検証した結

果、いずれの取引についても、滞留品を赤字販売したものであるとの A 氏の説明内

容に不合理な点は確認されなかった。 

以上を踏まえ、当委員会としては、類型⑤に該当するとされた取引の内容に不合

理な点は認められないと判断した。 

 

⑥ 小括 

以上のとおり、当委員会では、先行調査報告書で整理された類型①から類型⑤ま

での取引について検討を行った結果、VWPGとの間で仕入先又は売上先として行った

各取引の内容に不合理な点は認められないと判断した。 

 

（3） VWPG との取引により D社が得た利益、VWPG の損害の有無 

類型①から類型⑤までの各取引の内容に不合理な点は認められないとしても、A氏

が VWPG の深圳ブランチマネージャーの立場にありながら、VWPG に対して D社が親族

企業であることを明らかにせずに同社との取引を行って D 社において利益を得たこ

とが不適切な行為と評価されることは、前記「第 3・4・（1）」で述べたとおりであ
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る。すなわち、D 社が VWPG との間で行った取引内容に不合理な点が認められないと

しても、D社が VWPG との取引により得た利益は、本来であれば VWPG に帰属すべきで

あり、VWPG には逸失利益が生じていると評価する余地がある。 

 

① VWPG との取引により D社が得た利益の額 

そのような観点から、当委員会は、まず、D社が VWPG との取引によって得た利益

の検討を行った。ただし、D 社とその主たる製品仕入先である E 社との間には請求

書（Invoice）等が存在しておらず、また、D社では会計帳簿が作成されていないと

のことであるため、D社の VWPG に対する売上に対応する仕入金額を正確に把握・整

理することは困難であり、D 社が得た利益の額を売上及び仕入額の帳票に基づいて

積み上げで算定することはできない。 

このため、当委員会は、A 氏から提出された 2019 年 5 月から 2022 年 6 月末まで

の間の D 社の銀行口座の入出金取引表等の資料に基づいて、以下の表のとおり、①

銀行入出金残高、②VWPG に対する未回収債権、③D 社独自の取引により生じた利益

相当額、④投資型保険への支払額及び⑤C 氏の口座から B 氏に支払った人民元建て

の支払額を合算して、VWPG との取引により D社の得た利益の額を約 113百万円と算

定した。 

 
 内容 期間 金額 

1 D 社の銀行入出金残高 2022 年 6月末 848,467.94US ドル 
（104 百万円） 

41,157.41HK ドル 
（659 千円） 

2 D 社の VWPG に対する未回収債権 414,370.3US ドル 
（51 百万円） 

3 D 社独自（VWPG との取引以外）
の取引により生じた利益相当額 

▲ 57,479US ドル 
（▲7百万円） 

4 投資型保険への支払額 2021 年 4月 93,703.58HK ドル 
（1百万円） 

5 C氏が個人口座からB氏に支払っ
たD社の仕入に係る個人負担分22 

2021 年 2 月、3
月及び 10月 

▲1,970,000 元 
（▲37 百万円） 

合計金額（円換算合計額） 112 百万 659 千円 

 

なお、上記のうち、D 社独自（VWPG との取引以外）の取引により生じた利益相当

額については、以下のとおり、D社の各年度の入金額のうち VWPG 以外からのものに

 
22 当委員会の調査により、C 氏の個人口座から B 氏口座に対して 2021 年 2 月、3 月及び 10 月に 197 万元

（37 百万円）の支払がなされていることが確認された。A 氏及び C 氏の説明によれば、これは D 社が E 社

から仕入れた製品の代金を支払うにあたり、人民元での支払の必要があったものの、D 社は人民元の口座

を持っておらず人民元での支払を行うことができなかったことから、C 氏の個人口座から立替払いを行っ

たものであるとのことである。当委員会としては、かかる A 氏の説明内容に特段不合理な点は認められ

ず、当委員会の入手した資料との不整合も認められないことから、D 社の銀行入出金に基づいて VWPG との

取引により D 社の得た利益の額を算定するにあたっては、C 氏個人口座から B 氏口座に対して支払われた

上記金額を控除するのが相当であると判断した。 
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対してマージン率を乗じて算定した。 

 

 
 

② VWPG の損害の有無 

他方で、A 氏は、D 社は VWPG との取引において一定の役割を果たしており、VWPG

に損害が発生しているとは認められないと主張している。VWPG との取引により D社

が利益を得ているとしても、D 社が正当な役務提供の対価として正当な利益を得て

いるのであれば、VWPGに逸失利益が生じているとは認められないこととなることか

ら、当委員会においては、A 氏の主張する D 社の役割の内容についても検証を行っ

た。 

A 氏の主張する D 社の果たした役割は、①客先からの要求に基づく市場在庫品の

外箱へのラベル貼り業務、②物流業務の代替、③市場在庫品確保のための迅速な発

注書発行、前払いの実行という各点である。 

まず、①については、VWPGの取引先である××では、市場在庫品を仕入れる場合

に、正規品との区別のために市場在庫品と明示するためのラベルを製品外箱に貼付

することが要求されていたが、品質管理上の要請から VWPG において当該作業を実

施することはできず、VWPG から外注に出して実施することもできないことから、D

社において当該作業を行っていた（すなわち、D 社が取引に介在する必要性があっ

た。）というものである。A 氏によれば、D 社が利用する倉庫や E 社に外注に出して

ラベル貼り作業を行うことで、VWPGは××（取引先）からの市場在庫品の調達取引

に対応することができたとのことである。 

次に、②については、コロナ禍においては、人員不足等の理由から VWPG の倉庫

を経由していると入庫及び出庫に長い日数を要することを避けられない状況であっ

たことから、迅速な客先への配送作業を行うために、D 社が契約する倉庫を利用す

る必要があったというものである。 

さらに、③については、市場在庫品を確保するためには、迅速な発注書の発行や

前払いが必要であったが、VWPG において前払いを行うためには 1週間程度を要する
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決裁を得る必要があったことから（W2社の董事長の決裁が必要であった。）、迅速に

発注書を発行した上で前払いにより製品を確保するためには、VWPGが取引を行う必

要があったというものである。 

以上に述べたA氏によるVWPGの取引におけるD社の必要性に関する事情は、相応

の合理性があり、当委員会の入手した資料や確認した事実、他の関係者の説明内容

とも大きな不整合は見られないものであった。全ての取引に関して D 社を介在させ

ることが VWPG として必要不可欠であったとまで認めるには至らないものの、一定

範囲で D 社が VWPG にとっても有益な役割を果たしていた可能性は十分にあると考

えられる。 

このことから、D 社が VWPG との取引により上記のとおり利益を得ているとして

も、その全てが根拠なく D社の得た利益であって、VWPG にとっての逸失利益である

と認定することは難しく、当委員会としては、D社との取引により VWPG に損害（逸

失利益）が生じたか否かという点については、判断を控えることとする。 

 

5 件外調査により発見された不正・コンプライアンス違反の疑義 

当委員会のアンケート調査において、VWPG 以外の海外子会社にて、社員の親族等

が関与する会社向けに赤字販売取引が実行されていると聞いたことがある旨の情報

提供がなされた。当委員会は、当該アンケート調査によって示された疑義につい

て、当該子会社の取引データや銀行口座の入出金データを取得し、不正な赤字販売

取引が実行されていないかどうかを精査したが、結果として、不正を示す資料や事

情は確認されなかった。 

なお、情報提供者保護の観点から、本報告書公表版においては本項の記載を大幅

に簡略化することとした。 
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第4  原因分析 

1 VWPG における社内管理体制等について 

（1） 利益相反取引に関する社内管理体制の不備 

第 3で述べたとおり、本事案に関しては、D社との取引によって VWPG にいくらの損

害が発生したのかを確定することはできないものの、VWPG内で承認権者の了解を得る

ことなく従業員が実質的に支配している会社との間で取引が実行されたことについて

は、（VWPG のビジネスを円滑に進めるためという目的があったとしても）RHD グルー

プの行動規範に違反する不適切な行為であったと認められる。 

このような不適切な行為が行われた直接の要因として、VWPGにおいて利益相反取引

に関する社内管理体制が整備されていなかったことが挙げられる。 

当委員会が A 氏及び現地従業員らに対するヒアリングにおいて VWPG の審査プロセ

スや社内規程等について確認したところ、W1社グループのシステム上の審査プロセス

についての説明はあったものの、VWPGとしての審査・承認プロセスについての説明は

ほとんどなかった。また、VWPGの社内規程等についても提出されておらず、そもそも

明文化された規程類は存在していないとのことである。A 氏及び現地従業員らは、W1

グループの審査プロセス・社内規程等の適用を受けるものと認識していたようであ

り、実際に現地従業員らの中には、W1社グループのルールの適用を受けると明確に説

明していた者もいる。 

しかし、W1 社グループの担当者の説明によれば、現在の VWPG は RHD グループの子

会社であり、W1 社としては、業務委託を受けて W1 社グループのシステムを利用させ

ているものの、これはあくまでも業務のサポートに過ぎず、審査・承認プロセスとし

ては VWPG トップである R1 氏が最終決裁権者であるとのことである。実際に A 氏の説

明によれば、A氏の会社のパソコンから W1社グループの社内規程等を閲覧することは

できないとのことであり、W1 社グループとしては、RHD グループが VWPG を子会社化

した 2016 年 4 月 26 日の時点で W1 社グループの審査・承認プロセスから外れたとい

う整理をしたものと考えられる。 

それに加えて、VWPG が業務委託契約に基づき利用していた W1 社グループのシステ

ムでは、新規取引先を登録するに当たり、従業員自身又はその親族が関係する企業で

あるかどうかを確認するためのプロセスがなく、そのような企業であっても通常の手

続に従って登録できる仕組みとなっていた。 

このとおり、現時点の VWPG では、従業員に対して利益相反取引を規律するための

明確な審査プロセスや社内規程等が定められておらず、システム上も利益相反取引を

確認するためのプロセスがなく、利益相反取引に関する社内管理体制が構築されてい

なかった。そのため、今回の調査で発覚した A 氏の親族企業（D 社）との取引につい

ても、個別具体的な社内規程に違反していると指摘することができず、RHD グループ
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の行動規範に違反するという指摘しかできない状況である。 

このように利益相反取引に関する社内管理体制が整備されていなかったことが、今

回の A 氏による不適切な行為を招いた直接の要因であると考えられる。 

 

（2） 行動規範の周知徹底の不足 

以上のとおり、VWPGでは利益相反取引に関する社内管理体制がなかったとはいえ、

RHD グループでは従業員に対して利益相反を禁止する行動規範が存在する。 

しかし、VWPG 内においては、RHD グループの行動規範が周知徹底されておらず、従

業員らはその内容を明確に認識していなかったものと考えられる。 

実際に A 氏は、当委員会のヒアリングに対し、通常の手続で新規取引先として登録

できたこともあり、妻である C 氏が 100％株主であり董事を務める D 社との取引を

行ってはいけないという認識を有していなかったと述べている23。 

親族企業との取引については、確かに利益相反という側面もあるものの、経済合理

性のある取引であれば、一律に禁止するべきものでもないとも考えられる。業者選定

プロセスにおいて利益相反取引に関する一定の統制をかけることは考えられるもの

の、それを整備していれば完全に防ぐことができるというものではなく、最終的には

個々の従業員の倫理規範によって規律せざるを得ない。 

その場合に重要となってくるのは、企業行動規範等の周知徹底であるところ、VWPG

では RHD グループの行動規範が周知されておらず、これも A 氏による不適切な行為を

招いた要因の 1つであると考えられる。 

 

（3） RHD が VWPG を子会社化した際に適切な管理体制を構築していなかったこと 

以上のとおり、VWPGでは利益相反取引に関する社内管理体制が整備されておらず、

行動規範の周知徹底も不足していたことは否定できない。その背景には、RHD（当時

のバイテック）が VWPG（当時の TWPG）を子会社化した際に、適切な管理体制を構築

しなかったという事情が認められる。 

もともと VWPG は M1 社と W1 社グループの間の合弁会社であり、当時は W2 社が過半

数を所有するW1社グループの子会社であった。2014年にバイテックがM1社からVWPG

株式を取得したが、その後も依然として W1 社グループの子会社であり、その業務実

態は W1 社グループにおける日系企業向けの営業チームに等しい状況であった。具体

的には、バイテックが過半数を取得する前の VWPG は、W1 社の各拠点の事務所内にス

 
23 もっとも、A 氏は VWPG が W1 社グループの子会社だった時代から VWPG で勤務していたところ、W1 社グ

ループには「従業員行為準則」があり、その中で「公的な地位や立場を私的な目的に用いず、職務上の便

宜を利用して他人や自分の利益を図ることはしない」と定められている。したがって、VWPG では、RHD グ

ループが過半数を取得する以前から、従業員に対して行動規範等の周知徹底が不足していた可能性があ

り、もしくは、A 氏の不注意による認識不足である可能性が高い。 
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ペースを借りており、従業員もバイテックから出向している日本人 2 名（R1 氏・A

氏）を除く全員が現地社員又は W1 社からのシェアード社員であり、W1 社グループの

システムを利用して業務を行っていた。 

そして、バイテックは、2016年 4月 26日に VWPGの株式の過半数を取得し、VWPGを

子会社化したが、その際にも VWPG の業務運営体制を変更することはなく、また、

VWPGの社内管理体制や社内ルールを確認することもなかったとのことである。その理

由について、当委員会がヒアリングにて確認したところ、W1社グループのシステムを

利用していることから、その中で適切な管理ができていると思い込んでいたとのこと

である。 

しかしながら、いかに従前の業務運営体制がうまく回っているように見えたとして

も、RHD グループで過半数を取得して子会社化した以上、子会社管理の責任を負う立

場として、VWPGの審査プロセスや社内規程等を確認し、適切な管理体制を構築するべ

きであった。RHD グループ側では、W1 社グループの審査プロセスによって適切な管理

ができていると軽信していたようであるが、W1 社グループの側では、RHD グループが

過半数を取得した以上、RHD グループにおいて管理するべきであると考えていた（実

際に支配権が移っている以上、W1社グループがそのように考えたのは当然である。）。

その結果、VWPGは、どちらの企業グループからも適切に管理されることなく、放置さ

れているに等しい状況に置かれていたわけであり、RHDグループが VWPGを子会社化し

た際に適切な管理体制を構築しなかったことに問題があったといわざるを得ない。 

 

2 RHD グループにおける子会社管理体制について 

（1） 組織上の位置づけと業務上の位置づけが一致していなかったこと 

VWPG は、RHD グループの中で RSC の子会社と位置づけられている。もともとはバイ

テック HD の子会社という位置づけであったが、VWPG の××（取引先）ビジネスが調

達受託ビジネスと親和性があることから、PTT（現在のRSC）の調達受託ビジネスの事

業基盤を強化する目的で、バイテック HD から PTT に VWPG 株式を譲渡した。これによ

り、RSC の子会社となったという経緯がある。 

しかし、その後に××（取引先）ビジネスが縮小してしまったため、現在の VWPG

の業務の中心は、調達受託ビジネスではなく、REC から指示を受けて半導体部品の仕

入・調達業務を行っていた。すなわち、組織上は RSC の子会社として位置づけられて

いるものの、業務上は REC の指示を受ける関係にあり、その結果、RHD グループとし

ての情報共有・子会社管理が適切に機能していなかった。 

具体的には、VWPGは、親会社である RSCに対し、月次で仕入・販売等のデータを報

告していたが、調達受託ビジネスにおいては顧客から仕入先・部品等を特定される関

係にあることから、RSC の担当者としては、特定の顧客からの仕入金額が急拡大した
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としても、そのことについて強い疑念を感じることは難しかったものと推察される。

例えば、RSC の代表取締役である R5 氏は、VWPG の仕入金額上位の大手企業に混ざっ

て D 社がリストアップされた際、どのような会社なのかを R1 氏に対して質問してい

るが、サプライヤーの 1 社であるなどの説明を受けるにとどまっており、親族企業か

どうかという確認まではしていないとのことである。 

しかし、仮に月次の報告を受けていたのが RSC ではなく REC であったとすれば、

VWPG が（REC からの指示・要請に基づき）市場在庫品の仕入・調達を急激に増やして

いるという事情を認識している以上、特定の仕入先からの仕入金額が急拡大している

ことに何らかの疑念を感じて、当該仕入先からの仕入金額が増えている理由について

確認し、今回のコンプライアンス違反の事実を早期に発見することができた可能性も

あったのではないかと考えられる。 

もちろん、上記は仮定の議論であり、REC が月次報告を受けていたとしても、その

ような確認には至らなかった（その結果としてコンプライアンス違反を早期に発見で

きなかった）可能性も高い。 

しかし、RHDグループにおけるVWPG の組織上の位置づけ（調達受託ビジネスを担当

する RSC の子会社）と業務上の位置づけ（実際の業務内容は調達受託ビジネスではな

く、REC の顧客に納品するための半導体部品の仕入・調達が多かったこと）が一致し

ておらず、中途半端な位置づけとなっていたことが、RHD グループ全体としての VWPG

に対する子会社管理が適切に機能していなかった要因の 1つであると考えられる。 

 

（2） RHD グループにおける子会社管理体制の中で重視されていなかったこと 

RHD では、子会社管理体制の一環として、グループ子会社に対する内部監査を行っ

ており、監査等委員会においても内部監査計画を検証するとともに、VWPG を除く RHD

グループの全子会社に対して監査役を派遣し、RHD 監査等委員会へ直接報告できる体

制を構築するとともに、グループ子会社の監査役との連絡会等を行っている。 

しかし、VWPG は、重要性の観点から、RHD におけるグループ全体の内部監査計画等

において重視されていなかった。実際、VWPG の売上規模は、2019 年以前にはそれほ

ど大きくなく、2020年以降の半導体不足により市場在庫品の仕入・調達金額が急拡大

し、売上規模も増えていたのであるが、RHD の内部監査部あるいは常勤監査等委員に

おいては、そのような事情を認識しておらず、依然として VWPG のことを重要性の低

い会社であると認識していたものと認められる。 

半導体市況が急激に変化したという事情があることから、ある意味ではやむを得な

いとも考えられるものの、長年にわたり RHD による子会社管理体制の中で重要性が低

い会社として見落とされてきたことも、今回の従業員による不適切な行為を招いた原

因の 1 つと考えられる。 
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3 RHD におけるリスク管理体制について 

（1） コンプライアンス委員会に対して適切な報告が行われていないこと 

本事案に関しては、RHD が W1 社報告書を受領してコンプライアンス違反の具体的

な内容を把握してから 5ヶ月以上もの間、RHD内部で適切な部署・会議体に報告が行

われなかったことが、監査法人からスケジュールどおりに監査意見が出ないという

重大な事態を招いた要因であると考えられる。 

本事案が発覚した後の一連の経緯を見ると、R2 氏は、2021 年 10 月 20 日の時点で

W4 氏から本事案の概要（VWPG にて REC 出向社員の中国人の妻の会社が関与している

取引について高値買戻し等の問題があり、調査中であること）について連絡を受

け、RHD の R6 氏・R7 氏、REC の R4 氏・R3 氏、RSC の R5 氏に対して情報共有を行っ

た。そして、2021 年 12 月 24 日に W1 社による調査結果をまとめた W1 社報告書を受

領し、速やかに RHD の R6 氏・R7 氏、REC の R4 氏・R3 氏、RSC の R5 氏に対して情報

共有を行っている。 

しかし、その後の対応については、上記 6 名が調査 PJ として協議しながら進めた

というものの、誰が責任者として対応方針を決めていたのか不明であり、2022 年 5

月 19 日に RHD の経理担当役職員（R14 氏・R13氏）及び常勤監査等委員（R9氏・R10

氏）らに対して報告が行われるまでの間、本事案に関する調査体制について正式な

機関決定がされていなかった。 

RHD のグループコンプライアンス規程では、「コンプライアンスを推進し、役職員

からの報告、相談及び通報を受け、事実調査を行う機関」としてコンプライアンス

委員会が設置されており、疑義事象があったときにはグループ各社の推進責任者か

らコンプライアンス委員会に届け出て、同委員会が疑義事象への対応を指示・助言

することとされている。 

本事案に関しては、2021 年 10 月 20 日に R2 氏が W4 氏から一報を受けた時点で、

「W1 社の CEO が『Vitec に Majority を渡したため、ガバナンスが効いていないので

は』として非常に憤慨している」と伝えられており、同年 12 月 24 日に W1 社報告書

を受領した際にも、「W1社としては本事案につきインテグリティに関する重要な問

題だと認識しているゆえ、RHD においてもしっかりと対応してほしい」と伝えられ

ていた。このとおり、合弁相手である W1社から重要な問題であると重ねて指摘を受

けていた以上、少なくとも W1 社報告書を受領した 2021 年 12 月 24 日の時点で「疑

義事象」が存在していたことは明らかである。 

そうであるとすれば、W1 社報告書を受領したことについて報告を受けた調査 PJ

のメンバー、特に法務・コンプライアンス担当であった R7氏としては、速やかに本

事案についてコンプライアンス委員会に報告し、同委員会の指示・助言を受けて調

査を進める必要があったと考えられる。そして、仮にグループコンプライアンス規
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程に則ってコンプライアンス委員会に報告されていれば、同委員会のメンバーには

財務担当取締役の R14 氏も参加していたことから、R14 氏を通じて経理部に対して

正確な調査状況・内容等の情報が共有されていたほか、適切なタイミングで取締役

会や監査等委員会に対して十分な内容の報告が行われ、その結果として、監査法人

に対しても然るべきタイミングで情報共有が行われた可能性が高い。 

にもかかわらず、法務・コンプライアンス担当であった R7氏は本事案をコンプラ

イアンス委員会に報告せず、また、W1 社報告書について報告を受けた調査 PJ メン

バー及び調査 PJから報告を受けた R8 氏（CEO）は、慎重に調査を進めることに注力

し、誰一人としてグループコンプライアンス規程に則ってコンプライアンス委員会

に報告するよう提案しなかった。 

このように、グループコンプライアンス規程に則ってコンプライアンス委員会に

報告がされず、その後も本来報告されるべき部署や会議体に適切な報告をすること

なく、責任の所在が不明確なまま、調査 PJ メンバーの間だけで対応方針が協議され

てきたことが、監査意見が出ないという重大な事態を招いた要因であると考えられ

る。 

なお、調査 PJ メンバーの中には、本事案の調査に当たっては、A 氏に調査中であ

ることが伝わらないように進めることが重要であり、情報共有する範囲を限定する

必要があったと説明する者もいる。しかし、調査に当たって情報管理が重要である

からといって、コンプライアンス委員会に対して内部統制上必要な報告を行わない

ことを正当化する理由とならないことは自明である。 

 

（2） RHD グループ内における適切な情報共有・連携がされていないこと 

調査 PJ では、本事案の発覚後にコンプライアンス委員会に対して適切な報告を

行っていないだけでなく、情報共有するべき部署（具体的には経理部及び監査等委

員会）の役職員に対して適切な情報共有を行っていなかった。当委員会の調査によ

れば、一連の経緯の中で情報共有すべき場面が複数あったにもかかわらず、「調査

中」であることを理由として具体的な説明をしなかった、あるいは、情報共有しよ

うとしたけれども何らかの事情で具体的な内容の情報が共有されなかったという事

実が認められる。このように、RHD グループ内の各部署間の情報共有・連携が非常

に悪かったことも要因の 1つであると考えられる。 

まず、調査 PJ が 2021 年 12 月末に受領した W1 社報告書には、VWPG において従業

員の親族企業との取引により相当額の損害が発生した可能性があること（すなわ

ち、明らかなコンプライアンス違反の事案であり、決算への影響が出る可能性もあ

ること）を示す具体的な事実関係が指摘されていた。 

にもかかわらず、調査 PJ は、監査法人との連絡の窓口となっている経理部の役職

員及び違法性監査を職責とする監査等委員会に対し、W1 社における調査の経緯や W1



 

 - 58 - 

社報告書の具体的な内容を報告していない。 

経理部に対する報告に関しては、REC 取締役の R4 氏から R6 氏及び R7 氏に対し、

第 3四半期決算の前に経理部へ情報共有しないと内部統制上問題になるので、RHD内

で報告してほしいと注意喚起した事実が認められる。また、そのタイミングで、R4

氏から R13 氏に対して、①REC 報告書、②W1 社報告書、③同報告書で引用されてい

た D 社からの仕入れに係るエクセル表などを電子メールで送信している。しかし、

R4 氏としては、本事案について RHD 経理部へレポートするのは RHD 法務・コンプラ

イアンス部であると認識していたとのことであり、詳細な説明は行っていないとの

ことである。 

RHD の役職員である R6 氏及び R7 氏は、R4 氏から上記の指摘を受けて R13 氏に対

して報告しようとしたものの、R13 氏は R4 氏から既に情報共有されており、かつ、

R13氏から「監査法人に提出する『後発事象（訴訟関係）に関する回答』に本事案を

加筆する必要はない」と言われたため、R13 氏に対して W1 社報告書やその他の資料

の具体的内容を説明していないとのことである。 

以上のやりとりについては、関係当事者の間で若干の供述の食い違いもあるもの

の、R4 氏が RHD 経理部に対して情報共有する必要性を指摘したにもかかわらず、さ

まざまな行き違いにより、R13 氏に対して W1 社による調査の経緯や調査結果の具体

的内容が正確に伝わらないまま、「調査中で事実関係が不確定であるため、現段階で

は監査法人への報告は不要」という誤った判断が下されることになったことは明ら

かである（なお、このような誤った判断に至った理由については、後述する。）。 

そのほか、監査等委員会に対する報告としては、R7 氏は、2022 年 1 月下旬に常勤

監査等委員の R9 氏及び R10 氏に対して情報共有し、常勤監査等委員からの要請を受

けて同年 2 月 25 日開催の監査等委員会において報告している。しかし、「VWPG でコ

ンプライアンス違反が発覚して調査中である」旨の簡単な報告をしただけで、W1 社

報告書の具体的な内容等については一切言及していない。 

さらに、調査 PJ は、同年 4 月 19 日に中国事務所中間報告書を受領した際にも、

2022 年 3 月期年度決算のタイミングであったにもかかわらず、経理部や監査等委員

会に対して一切報告していない。 

以上のとおり、調査 PJ は、本事案の発覚後、コンプライアンス委員会に適切に報

告を行っていないだけでなく、決算のタイミングにおいても、経理部及び監査等委

員会に対して適切な情報共有を行っていない。情報共有しようとした場面において

も、W1 社報告書の具体的内容に触れることなく、「コンプライアンス違反があった

が、調査中」といった抽象的・概括的な報告にとどめている。 

このように抽象的・概括的な報告にとどめた理由について、当委員会がヒアリン

グした関係者の多くは、①2022 年 1 月末の時点では RHD としてこれから調査を開始

するタイミングであり、事実関係が確定していなかったこと、②同年 4 月 19 日付け

の中国事務所中間報告書もまだ調査過程のものに過ぎなかったこと、を指摘してい
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る。 

しかし、本事案は、いわゆる内部通報で受け付けただけの真偽不明の事象ではな

く、合弁相手である W1 社が数ヶ月にわたって調査を行い、一定の違法行為が認めら

れたとして正式に報告してきた事象である。しかも、W1 社からは、2021 年 10 月 20

日の時点で「W1 社の CEO が『Vitec に Majority を渡したため、ガバナンスが効いて

いないのでは』として非常に憤慨している」と伝えられ、同年 12 月 24 日に W1 社報

告書を受領した際にも「W1 社としては本事案につきインテグリティに関する重要な

問題だと認識しているゆえ、RHDにおいてもしっかりと対応してほしい」と伝えられ

ていた。 

このような経緯に照らすならば、仮に RHD において W1 社報告書の内容の一部に疑

問を有しており、更なる調査が必要であると考えていたとしても、経理部及び監査

等委員会に対し、合弁相手である W1 社から正式に受領した W1 社報告書の具体的内

容を説明するべきであったと考えられる。 

にもかかわらず、調査 PJ は「調査中であり、事実関係は未確定である」という理

由で経理部及び監査等委員会に対して W1 社報告書の具体的内容をきちんと報告して

おらず、このことも監査意見が出ないという重大な事態を招いた要因であると考え

られる。 

 

（3） 経理担当の役職員の「監査における不正リスク対応基準」に関する理解不足 

以上のとおり、RHD では、W1 社報告書を受領した後も社内において適切な報告や

情報共有が行われていないのであるが、不十分な情報共有であるとはいえ、経理部

長の R13 氏及び財務担当取締役（CFO）の R14 氏に対しては、2022 年 1 月下旬に W1

社報告書及び関連資料等が送付されている。 

具体的には、調査 PJの R4 氏は、2022 年 1月 26 日の時点で R6 氏及び R7氏らに対

して第 3四半期決算の関係で経理部へ情報共有する必要性を指摘し、R13氏に対して

「RHD 内で説明を受けるように」伝えて W1 社報告書及び関連資料を送付している。

また、R4 氏から経理部へ情報共有するよう言われた R6 氏及び R7 氏は、（R13 氏から

「R4 氏から報告を受けている」と聞いて）詳細な事案説明は行わなかったものの、

説明するために R13 氏と連絡を取っている。 

このとおり、経理部長の R13 氏は、2022 年 1月下旬の時点で VWPG でコンプライア

ンス違反があったという報告を受け、W1 社報告書及び関連資料を受領していたので

あるから、その内容を確認するべきであった。そして、その内容を確認していれ

ば、確かに W1 社報告書は中国語まじりで理解しにくかったかもしれないが、日本語

で記載された REC 報告書にはコンプライアンス違反の具体的な内容及び影響金額

（約 2.5 億円）の記載がある以上、これが監査法人に情報共有するべき内容である

と判断できたはずである。 
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しかしながら、R13 氏は、送付された W1 社報告書をざっと見たものの中国語まじ

りでよく理解できなかった上、調査 PJ メンバーから調査中であると伝えられたこと

から、偶発債務・後発事象に該当するような話ではないと判断し、監査法人に対し

て本事案の具体的内容を共有しなかったとのことである。 

この点に関して、当委員会がR13氏に対してヒアリングした結果によれば、R13氏

は、調査中で事案の内容や影響額が未だ確定していない段階では監査法人に具体的

な内容を報告する必要がないと考えていたようであり、「監査における不正リスク対

応基準」（平成 25 年 3 月 13 日 企業会計審議会監査部会）を踏まえた監査対応を正

しく理解していなかったことがうかがえる。 

「監査における不正リスク対応基準」では「監査人は、監査実施の過程におい

て、不正による重要な虚偽の表示を示唆する状況を識別した場合には、不正による

重要な虚偽の表示の疑義が存在していないかどうかを判断するために、経営者に質

問し説明を求めるとともに、追加的な監査手続を実施しなければならない」と規定

されており、会計監査人はこれらを識別した場合には、意見形成のために慎重な手

続を行うことが求められ、決算プロセスという観点からは監査意見やレビューの結

論の形成に影響を与える状況となる。 

本件においては、従業員の親族企業が会社にその旨を伏せて取引を行ったという

コンプライアンス問題が発覚し、さらに外部の関係者の関与も疑われる状況にあ

り、その影響額も調査中である状況から、上記の不正による重要な虚偽の表示を示

唆する状況に該当することが想定され、会計監査人に報告・協議の上、慎重な対応

を図るべきであった。 

これに対し、R13 氏は、R4 氏から情報を受けた際に電子メールの添付資料を見て

いないため事案の内容を十分に理解できていなかった旨を主張しているが、R4 氏か

ら事案の概要を聞いていたことはうかがえることから、少なくとも不正による重要

な虚偽の表示を示唆する状況に該当するかどうか踏み込んで事案の内容の確認をす

る必要があったとみられ、それを行わずに適切な対応を取らなかった点に鑑みる

と、「監査における不正リスク対応基準」を踏まえた監査対応を正しく理解していな

かったことがうかがえる。 

このような理解不足は、R13 氏に限らず、財務担当取締役（CFO）の R14 氏におい

ても同様である。 

R14 氏は、同年 1月 27日に R13 氏から口頭で報告を受け、電子メールで W1社報告

書及び関連資料を受け取ったが、当日は忙しくてきちんと中身を確認せず、その数

日後に見たはずであるが、R13氏から「あれはまだ初期段階であって、今回は全然大

丈夫ですから忘れて結構」という口頭説明を受けたため、その内容を精査しなかっ

たとのことである。 

しかし、資料を見たのであれば、そこに記載されたコンプライアンス違反の具体

的な内容及び影響金額（約 2.5 億円）に照らして監査法人に報告する必要性に思い
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至るはずである。資料を見たにもかかわらず、上記記載内容に気づかなかったとす

れば、財務担当取締役（CFO）として過失があったといわざるを得ない。それに加え

て、R14氏は監査法人に提出する経営者確認書に署名する立場であった以上、少なく

とも同年2月10日に経営者確認書を監査法人に提出するに当たり、送付されたW1社

報告書及び関連資料の内容を確認し、仮に調査中であるとしても R13 氏に対して調

査の進捗状況等を確認するべきであったというべきである。 

にもかかわらず R14 氏は、漫然と経営者確認書に署名し、監査法人に対して報告

する必要性について一切検討もしていないとのことであり、やはり「監査における

不正リスク対応基準」を踏まえた監査対応を正しく理解していなかったことがうか

がえる。 

以上のとおり、財務担当取締役（CFO）及び経理部長という経理担当役職員が、不

正リスクを監査法人に対して報告するべき必要性を正しく理解していなかったこと

が、監査意見が出ないという重大な事態を招いたということができる。 

なお、当委員会としては、2022 年 1月下旬に監査法人に対して W1社報告書の内容

等が報告されなかった経緯について、関係者に対して入念にヒアリングを行った

が、関係者が意図的に監査法人に対して不正リスクを隠蔽したとは認められず、あ

くまでも両名の「監査における不正リスク対応基準」を踏まえた監査対応に関する

理解不足によって、監査法人に報告されなかったものと考えられる。 

 

（4） RHD グループ役職員の決算開示の重要性に対する感度の低さ 

以上のとおり、RHDにおいては、経理担当役職員の「監査における不正リスク対応

基準」に関する理解が不足していたため、監査法人への報告がなされずに監査意見

が出ないという事態を招いたということができるが、このような理解不足・感度の

低さは、経理担当役職員に限らず、本事案の調査に関与した RHD グループ役職員の

全員について指摘できる。 

前述したとおり、2021 年 12月に W1 社報告書を受領した調査 PJのメンバーは、R4

氏を除き、誰一人として本事案の内容を経理部に情報共有する必要性に思い至って

いない。R4 氏の指摘がなければ、おそらく第 3 四半期決算の前に経理部長の R13 氏

に W1 社報告書を送付することもなければ、何一つ報告もしていなかったと考えられ

る。 

さらに、2022 年 4 月 19 日には、RHD グループが調査を依頼した弁護士事務所から

（A氏に対するヒアリングが未了とはいえ）事実関係の整理が終わったという前提で

中間報告書を受領しており、そこには影響額の記載があるにもかかわらず、経理担

当の役職員に対して一切報告されていない。RHDでは、2022 年 5月 11 日に 2022 年 3

月期年度に係る決算短信を公表しているが、その決算発表に先立って改めて経理部

や監査法人に報告する必要性があるということを、本事案の調査に関与した RHD グ
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ループ役職員の誰一人として指摘していない。 

当委員会によるヒアリングによれば、本事案の調査に関与した RHD グループ役職

員の多くは、本事案をあくまでも海外子会社におけるコンプライアンス違反の事案

であり、会計・決算に影響する不正とは考えていなかったことがうかがえる。しか

し、中国事務所中間報告書には影響額の記載がある上、4月中旬というのはまさに年

度末決算手続の最中であり、定時株主総会に向けて監査法人から監査報告を受領し

ようというタイミングである。そのようなタイミングで中国事務所中間報告書を受

領したにもかかわらず、経理部及び監査法人に報告する必要性に思い至らないとい

うのは、上場企業グループの役職員として決算開示の重要性に対する意識が低すぎ

るといわざるを得ない。 

2022 年 5月 19 日になって初めて中国事務所中間報告書を共有された R13氏が、即

時に監査法人に対して報告したのは、経理担当役員として当然の反応である。本来

であれば、2021 年 12 月 28 日に W1 社報告書が調査 PJ に共有された時点、第 3 四半

期決算に先立つ 2022 年 1 月下旬の時点、あるいは少なくとも 2022 年 4 月 19 日に中

国事務所中間報告書が調査 PJ 及びその他の関係者に共有された時点において、経理

部を通じて監査法人に報告するべきものであり、それらの報告が適切になされてい

れば、監査意見が出ないという最悪の事態を回避できた可能性も否定できない。 

その意味では、経理担当の役職員に限らず、本事案の調査に関与した RHD グルー

プ役職員全員の「監査における不正リスク対応基準」を踏まえた監査対応に関する

理解不足や上場企業としての決算開示の重要性に対する感度の低さが、監査意見が

出ないという重大な事態を招いた要因であると認められる。 
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第5  再発防止に向けた提言 

1 VWPG における適切な社内管理体制の確立 

VWPG においては、利益相反取引に関する社内管理体制が整備されておらず、利益

相反取引を禁止する RHD グループの行動規範も周知徹底されていなかった。それば

かりか、VWPG の従業員らは、RHD グループに属しているにもかかわらず、W1 社グ

ループの審査プロセス・社内ルールの適用があると認識しており、VWPG の社内規程

等の内容すら明確になっていなかったと考えられる。 

かかる事態となった背景には、RHDグループが VWPG を子会社化した際に VWPG の審

査プロセスや社内規程等を確認せず、適切な社内管理体制が構築していなかったこ

とがあり、それによって、W1 社グループと RHD グループのどちらからも管理がされ

ずに放置されているに等しい状況となっていたことがうかがえる。また、VWPG の

トップである R1 氏が、適切な審査プロセスや社内規程等を整備せず、社内管理体制

を曖昧にしたまま業務を継続していたことも大きな問題である。 

したがって、再発防止に向けた取組みとしては、早急に VWPG の審査プロセス・社

内規程等が現時点でどのように定められているのかを確認し、従業員による利益相

反取引を防止するために適切な社内管理体制を構築することが求められる。 

もっとも、VWPG は、W1社グループの拠点の中にスペースを借り、W1社グループか

らシェアードサービスにより複数の社員を受け入れ、W1 社グループのシステムを使

用して業務を行っている会社であり、そのような業務運営体制を抜本から変更して

RHD グループの方針に則った社内管理体制に改めることは困難であるとも考えられ

る。 

しかし、そのような実態にあるにせよ、VWPG は RHD グループの連結子会社である

以上、親会社である RSC あるいは RHD において、VWPG の業務実態や社内管理体制が

どうなっているのかを把握できていないということでは、子会社管理上も極めて問

題である。 

W1 社グループのシステムを使用するのであれば、当該システムにおける手続のフ

ローを確認し、審査プロセスとして十分かどうかを検証し、足りない部分があれば

システム以外の審査・承認プロセスをルール化するなどして、適切な社内管理体制

を構築する必要がある。 

 

2 RHD グループにおける VWPG の位置づけ・管理体制の整理 

VWPG は、調達受託ビジネスを担当する RSC の子会社であり、組織上のレポートラ

インは RSCである。しかし、その業務実態は、調達受託ビジネスではなく、RECの顧

客に納品するための半導体部品の仕入・調達業務であり、業務上の指示は REC から

受けることが多かった。そのため、RSC としては、VWPG のビジネスの特性やリスク
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を把握することができず、利益相反リスクについても適切に管理することが難しい

状況となっていた。 

このように、RHD グループにおける VWPG の極めて中途半端な位置づけが、適切な

子会社管理ができなかった要因であると考えられる以上、まずは RHD グループにお

ける VWPG の戦略的な位置づけを見直し、適切なレポートラインを構築するととも

に、親会社に対して報告するべき事項・承認を要する事項を整理して、適切な子会

社管理体制を構築する必要がある。 

 

3 コンプライアンス違反が発覚した場合の報告体制 

本事案を契機として監査意見が出ないという重大な事態を招いたのは、本事案が

発覚した後、グループコンプライアンス規程に従ってコンプライアンス委員会に報

告せず、責任の所在が不明確なまま調査 PJ で対応方針を協議してきたこと、並び

に、決算開示のタイミングで経理部及び監査等委員会に対して適切な情報共有・連

携を行わなかったことが最大の要因である。 

RHDにおいては、コンプライアンス違反の疑義が生じた場合には、コンプライアン

ス委員会に報告し、同委員会の指示・助言の下で調査を進める必要があるというこ

とは、グループコンプライアンス規程で明確に定められている。にもかかわらず、

本事案の調査の過程では、コンプライアンス委員会に対する報告は行われておら

ず、その後も社内の会議体（取締役会等）に正式な報告は行われず、調査態勢につ

いての正式な機関決定がされないまま、調査 PJ メンバーによって調査が進められて

きた。このように責任の所在が不明確なまま調査が進められてきたことが、決算の

タイミングで経理部及び監査等委員会に対して必要な情報共有・連携がされなかっ

たことにつながっている。 

調査 PJとしては、2021 年 12 月末の時点で W1社報告書を受領している以上、いか

に RHD グループとしてその内容を調査・検証する必要があったとしても、第 3 四半

期決算の公表前には経理部及び監査等委員会に情報共有し、経理部を通じて監査法

人に報告するべきであった。 

また、2022 年 4月 19日に中国事務所中間報告書を受領している以上、それが A氏

のヒアリング実施前の中間報告であるにせよ、影響額の記載がある以上、2022 年 3

月期年度決算の公表前に経理部及び監査等委員会に情報共有し、経理部を通じて監

査法人に報告するべきであった。 

このような経理部及び監査等委員会への報告は、仮に社内規程で明文化されてい

ないとしても、上場企業として決算開示を行っている以上、当然のルールというべ

きである。 

RHDでは、グループコンプライアンス規程によりコンプライアンス委員会への報告

が定められており、また、上場企業として当然に経理部及び監査等委員会への情報
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共有・報告が求められていたにもかかわらず、本事案に関しては適切な報告がされ

ていなかったということであり、改めて RHD グループの全役職員に対し、コンプラ

イアンス違反の疑義に関する報告ルールの必要性・重要性を認識させ、今後同じよ

うなコンプライアンス違反行為が発覚した場合には適切なタイミングで適切な部署

に報告されるように教育を徹底するべきである。 

 

4 RHD 役職員・経理担当の役職員らの意識改革と教育 

本事案に関して適切な報告がされなかった要因としては、RHDグループの役職員が

報告ルールを失念していたというだけでなく、そもそも報告する必要性についての

理解・感度が不足していたことが挙げられる。 

経理部長であった R13 氏は、2022 年 1月末の時点で W1社報告書及び関連資料を受

領していたにもかかわらず、調査中であるという説明を受けて、偶発債務・後発事

象に該当するような話ではないと判断し、監査法人に対して本事案の具体的内容を

報告しなかった。また、財務担当取締役（CFO）であった R14 氏は、同じく 2022 年 1

月末の時点で W1 社報告書及び関連資料を受領していたにもかかわらず、R13 氏の説

明を受けて自ら報告書等の内容を精査することなく、2022 年 2月 10日付経営者確認

書に署名して監査法人に提出している。このような経理担当の役職員の対応は、「第

4・3・（3）」で述べたとおり、「監査における不正リスク対応基準」を踏まえた監査

対応に関する理解不足に起因しているといわざるを得ない。 

また、経理担当の役職員だけでなく、本事案の調査に関与した RHD グループの役

職員のほとんどは、2022 年 3月期第 3四半期あるいは 2022 年 3月期年度決算の開示

というタイミングにおいても W1 社報告書や中国事務所中間報告書の内容を経理部や

監査法人に報告する必要性を認識せず、実際に報告しようともしていない。このよ

うな RHD グループの役職員の対応は、経理担当の役職員と同様、「監査における不正

リスク対応基準」を踏まえた監査対応の理解が不足していることに加え、上場企業

における決算開示の重要性に対する感度の低さに起因していると考えられる。 

当委員会のヒアリングによれば、RHDグループの役職員の中には、調査によって事

実関係や影響額がある程度確定した時点で監査法人に報告すれば足り、調査中で未

確定の間は報告する必要はないと考えているように見受けられる者が複数存在して

おり、明らかな理解不足が認められる。 

今後の再発防止のためには、不正リスクが発覚した場合の監査法人への報告の必

要性や報告を怠った場合に監査に与える影響などについて改めて研修・教育を実施

し、決算開示の重要性に関する役職員の意識改革を図ることが必要である。 
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第6  結語 

当委員会による調査の対象となった本事案については、確かに VWPG の従業員によ

るコンプライアンス違反（会社に対して何ら申告しないまま、自らの妻が経営する

企業との取引を行う行為）が認められた。しかし、当該従業員がかかる取引を開始

した動機としては、半導体市況が混乱する中でスムーズに市場在庫品を仕入・調達

することで VWPG のビジネスを拡大したいという面があったことも事実であり、ま

た、著しく不合理な取引条件であったという事情も認められなかった。さらに、本

事案による VWPG の損害額（逸失利益の額）も最大で約 113百万円であり、W1社報告

書等で指摘されていた金額よりも遙かに小さい額であり、広範なアンケート調査を

実施した結果、類似事案も発見されなかった。 

以上のとおり、本事案は、RHDグループにおいて重大な会計不正が行われていたと

は評価されない事案であったにもかかわらず、監査法人からスケジュールどおりに

監査意見を得ることができずに定時株主総会を継続会としなければならないという

重大な事態を招いたのは、ひとえに 2021 年 12 月末に W1 社報告書を受領した後の一

連の対応の不備によるものにほかならない。 

RHDグループでは、疑義事象が発見された場合には速やかにコンプライアンス委員

会に報告し、コンプライアンス委員会の指示・助言に基づき調査対応を進めるとい

う仕組みが構築されていたにもかかわらず、実際にはグループコンプライアンス規

程どおりの運用は行われず、責任の所在が不明確なまま、一部の役職員の間で協議

して調査対応が進められていた。その結果、決算のタイミングで経理部・監査等委

員会に対して適切な情報共有が行われず、監査法人にも適切な報告がされなかっ

た。 

もっとも、当委員会の調査の結果、適切な情報共有・報告がなされなかった背景

に意図的なものは認められず、単純な理解不足・感度の低さによるものと認められ

る。経理担当の役職員のみならず、本事案の調査に関与した RHD グループの全役職

員において、「監査における不正リスク対応基準」を踏まえた監査対応に関する理解

が不足しており、上場企業としての決算開示の重要性に関する感度が低かった。こ

のことが、監査法人から意見が出ないという重大な事態を招いた最大の要因であっ

たと考えられる。 

本事案を契機とした一連の対応を反省材料として、今後の監査法人との情報共

有・連携のあり方を見直す契機としていただきたいと切に希望する次第である。 

 

以上 
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別紙 1 

ヒアリング対象者一覧 

 

１．本件調査 

No 対象者 回数 日付 

1  A氏 1  6月 13日 

2  6月 24日 

3  7月 7日 

4  7月 8日 

5  7月 11日 

6  7月 12日 

7  7月 13日 

8  7月 14日 

9  7月 15日 

10  7月 18日 

11  7月 19日 

12  7月 20日 

13  7月 22日 

2  R1氏 1 6月 23日 

3  Y事務所 

Y弁護士 

1 6月 24日 

4  W1社本件調査関係者 

W4氏 

W5氏 

W6氏 

W7氏 

1 6月 22日 

5  R2氏 1 7月 4日 

6  R5氏 1 7月 5日 

7  R7氏 1 7月 7日 

2 7月 23日 

8  R18氏 1 7月 8日 

9  R6氏 1 7月 8日 

10  R4氏 1 7月 13日 
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2 7月 22日 

11  R13氏 1 7月 13日 

2 7月 22日 

12  B氏 1 7月 15日 

13  監査法人 

Z氏 

1 7月 19日 

14  W4氏 1 7月 19日 

15  C氏 1 7月 20日 

16  R14氏 1 7月 20日 

17  R9氏 1 7月 21日 

18  R10氏 1 7月 21日 

19  内部統制関連 

R17氏 

R4氏 

R18氏 

1 6月 23日 

20 V2氏 1 7月 18日 

2 7月 20日 

21 V4氏 1 7月 18日 
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２．件外調査 

 

No 対象者 回数 日付 

1  X1氏 1 7月 12日 

2 7月 22日 

2  X2氏 1 7月 18日 

2 7月 21日 

3  X3氏 1 7月 18日 

4  X4氏 1 7月 16日 

2 7月 20日 

5  X5氏 1 7月 16日 

2 7月 20日 

6 X6氏 1 7月 17日 
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別紙 2 

デジタル・フォレンジックの概要 

 

1 本調査での実施事項 

（1） 保全対象データ及び機器 

当委員会がデジタル・フォレンジックの対象とした保全機器の概要、並びに本調

査におけるデータ保全対象の概要は、以下のとおりである。 

 

① メールサーバ 

VWPG の現行メールシステムは Microsoft Office365（以下「Office365」とい

う。）であり、各役職員のメールボックスの容量制限はない。また、特定の日数が

経過したことによりメールデータが自動的に削除される設定は行われていない。 

また、Office365 が導入される前に使用していたメールシステムは Microsoft 

Exchange 2007（以下「Exchange 2007」という。）であり、Office365同様、各役職

員のメールボックスの容量制限はなく、特定の日数が経過したことによりメール

データが自動的に削除される設定は行われていない。 

なお、Office365 及び Exchange 2007 のいずれも、ユーザーがメールを削除した

場合であってもサーバ上に当該メールが残る仕様である。 

 

② A 氏の PCと携帯端末 

A 氏が海外赴任時に日本から持参した業務用 PC は、データの保全を行ったもの

の、ハードディスクが暗号化されており、当時の復号キーの情報が判明しなかった

ことからデータの復号化ができず、レビューを実施することができなかった。 

なお、A 氏は 2020 年頃から古くなった会社貸与の業務用 PC ではなく、個人所有

の PCを使用していたため、本人の同意を得た上で、個人所有の PC（MacBook）と携

帯（iPhone 13 Pro Max）のデータを保全した。ただし、データ保全に先立ち、A氏

の個人所有の PC は、2022 年 5 月 20 日に、W1 社が業務関連のソフトウェアやメー

ル、ファイルなどを削除させた旨、RHD から説明を受けている。加えて、A 氏自身

が証言していたとおり、コミュニケーションツール(WeChat)のデータも削除されて

いた。 

 

（2） デジタル・フォレンジック手続の概要 

当委員会は、以下の方法でデータ保全を実施し、保全したメールサーバデータに
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ついて、Relativity 社製のレビュー環境である Relativity 10.1.290.1 を用いてレ

ビューを実施した。 

 

① メールサーバ 

当委員会は、VWPG のメールサーバを管理している W1 社より、職員 9 名の全メー

ルデータを受領し保全した。そのうち、後記のレビュー対象者 5 名のデータをプロ

セッシングした後にレビュー環境に取込み（956,320件）、データの重複排除処理等

を行い、主にキーワード検索等により抽出した 17,785 件に対して、ドキュメント

レビューを実施した。 

 

② A 氏の PCと携帯端末 

当委員会は、A氏の個人所有の PCのデータを保全し、プロセッシングした後にレ

ビュー環境に取込み（18,927 件）、データの重複排除処理等を行い、キーワード検

索やフォルダ名検索等にヒットをした 846 件に対して、ドキュメントレビューを実

施した。また、A 氏の携帯端末のデータも保全し、プロセッシングした後に、別の

レビュー用の環境にデータを保存し、キーワード検索を行わず、HTML ファイル 27

件に対してドキュメントレビューを実施した。 

 

2 レビュー対象者 

レビュー対象者は以下のとおりである。 

氏名 所属 役職 

A 氏 VWPG/Shenzhen Office Branch Manager 

R1氏 VWPG/Hong Kong (HQ) Managing Director 

V1氏 VWPG/Hong Kong (HQ) Senior Sales 

Executive 

V11氏 VWPG/Hong Kong (HQ) Sales Assistant 

V4氏 VWPG/Shenzhen Office Sales Assistant 
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E社（B 氏）が指定する支払先 32社 

 

 

 


